
　個別の人権課題に関する指導においては、様々な人権上の課題と向き合って生活している児童生徒が学級 

にいることを踏まえた配慮が必要となります。

　児童生徒の学習は発達段階だけではなく、その生活の実態にも大きく左右されることがあります。そのため、

教職員においては、個別の人権課題に関する指導に際し、まず当該分野の関連法規等に表れた考え方を正し

く理解するとともに、その人権課題に関わる当事者等への理解を深めることが重要です 。

　この章では、平成２８年に「部落差別の解消の推進に関する法律」、「本邦外出身者に対する不当な差別的言

動の解消に向けた取組の推進に関する法律」、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下、各

法律については、原則として「部落差別解消推進法」、「ヘイトスピーチ解消法」、「障害者差別解消法」といい、

まとめて表記する場合は「差別解消三法」といいます。）が施行されたことをふまえ、この３つの人権課題に関して、

児童生徒の教育に携わる教職員として身に付けておくべき基礎知識や、指導上の留意点等、今後の指導の参考

になる事項を掲載しています。

１　個別の人権課題に関する指導について

教職員の姿勢を振り返るための２つの事例

個別の人権課題について指導する際は、教職員の姿勢そのものが指導の重要要素とな
ります。次の２つの事例を通して、自らの姿勢が児童生徒にとって、安心感や自信を
生むものになっているのかどうかを考える機会としてください。

また、生徒に人権問題を身近に捉えてもらおうと、例えば「性的マイノリティの人たち
は、何人に一人…この教室にも〇人はいることになる計算になります」などと教師が具
体的な説明をすると、生徒の関心が当事者探しへ向かう恐れがあり、そのことで、人権
課題に関わる当事者に不安な思いをさせてしまうこともありますので、注意が必要です。

　ある先生が個別の人権課題についての授業を行った後のことです。その先生が当該人権課題に関わる当事者の
生徒に授業の感想を聞いてみたところ、このような声が返って来ました。

「ここにいない人たちのことを話しているようで、自分がいないことになっているように感じた。」
　その先生は、差別について考えさせる際に、自分が「差別されている人たちはね…」と表現したことが、もしかし
たらそのような感想を抱かせた原因ではないかと思いました。
　先生としては意図していなかったのですが、結果としてその生徒に疎外感を与えてしまいました。
　どうしたら良かったのでしょうか。

　個別の人権課題に関する学習を進めるに当たり、児童生徒やその保護者、親族等の中に、当該人権課題の当事

者等となっている者がいることも想定されます。学習で扱う内容や表現等に対する児童生徒の反応に留意するととも

に、日頃から適切な児童生徒理解や保護者理解に努め、その願いを把握し、家庭・地域等と連携を図ることが大

切です。一方、教職員の無責任な言動が、児童生徒の間に新たな差別や偏見を生み出すことがあることを認識する

必要があります。　　　　　　　　　　　　　　人権教育研修会資料集ｐ .22 （福岡県教育委員会　令和４年４月）

　教職員においては、児童生徒の心の痛みに気付き、互いの人権が尊重されているかを判断できる確か

な人権感覚を身に付けられるよう、常に自己研鑽を積まなければなりません。そのため、教育活動や日

常の生活場面の中で、言動に潜む決めつけや偏見がないか、一人一人を大切にしているかを繰り返し点

検し、自らの人権意識を絶えず見つめ直す必要があります。

　この事例では、当事者である生徒への配慮や保護者との連携を図った上で取り組む必要があったの

ではないでしょうか。この事例のように、授業後の児童生徒の反応が、教師があらかじめ想定していた

ものとは違った時も、授業の課題を残したままで終わらせずに、児童生徒からの指摘を受け止めて授業

を改善し、様々な機会を捉えて指導を継続していくことが大切です。

事例１
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　児童生徒は、日々の生活の中で、教師が意図する、しないに関わらず、教職員が児童生徒に対してどういう態度

で接しているか、何か問題が起きたときにどのような言動をとっているのかを見ながら、たくさんのことがらを学び取

っています。　　　　　　  　　　　　　　　　　　人権教育研修会資料集ｐ.12（福岡県教育委員会　令和４年４月） 

　ある先生が授業の中で、自分たちが何気なく使っている言葉が相手の心にどのような影響を与えるのか考えさせ
ていた時のことです。「言われて嫌な気持ちになったり、悲しい気持ちになったりする言葉」について、児童に尋ね
たところ、「バカ」「死ね」「キモイ」など、教室の中に様々な言葉が飛び交い、その中で一人の児童が「ガイジ」と
発言しました。
　しかし、授業はそのまま「言われて嬉しくなったり、元気になったりする言葉」を考える次の学習活動に進みました。

事例 2

授業者の先生にとっては、予期しなかった場面となってしまったのかもしれません。しかし
ながら、児童生徒が何か問題が起きたときの教職員の言動から学び取っていることを考え
ると、こうした機会を見逃さず、個別の人権課題についての指導を行う必要があります。
例えば、別の場面で児童生徒が、他の児童生徒に指摘できるような力を付けていきたいと
考えるならば、その具体的な姿を教師がロールモデルとなって示すことが大切です。

　「教師が変われば子どもも変わる」と言われます。指導上の課題について、教職員同士
が相互に話し合い、共通認識を図るとともに、自らの人権意識を絶えず見つめ直す必要が
あります。
　学び続けようとする教師の姿勢は、児童生徒の豊かな人間性を育成する上でも極めて重
要な意味を持つことでしょう。
　学校としての取組を深める為にも、この事例を校内研修等で活用し、教職員が児童生徒
の心の痛みに気付き、互いの人権が尊重されているかを判断できる確かな人権感覚を身に
付けられるよう努めてください。

○　学校において多様な学習活動を進めていく際には、様々な個人情報等と否応なく接する機会が多くなります。

特に、人権教育の活動の中には、自分について語るなどの活動も含め、児童生徒のプライバシーに関わる内容

を扱うこととなるものが少なくありません。また、個別の人権課題に関する学習の一環として、例えば地域社会

における体験活動などに積極的に取り組もうとすればするほど、個人情報に接する度合いも増すことになります。

個人情報等にも関わるこうした学習活動は、人権教育の効果的な実施を図る上で大きな意味を持つものであり、

それだけに、各学校は個人情報等の取扱いについて慎重な配慮を行った上で、人権教育を適切に推進していく

必要があります。

○　例えば、児童生徒の間にいじめがあったり、経済的・社会的な問題等に由来する人権侵害を受けている児童

生徒がいたりする場合には、そうした立場にある児童生徒などの経験や思いを、学校や教職員及び他の児童生

徒が十分に受けとめ、これに配慮しつつ人権教育を進める必要があります。人権侵害を受けた児童生徒が、そ

の事実や背景を、自ら振り返り、考えることができるようにしたり、信頼できる教職員や他の児童生徒に話して、

共感と信頼を深めたりできるよう、必要な支援を行っていくこと等も重要となります。

○　例えば、「なぜ差別されるのか」と、差別される側を主語にして問うことと、「なぜ、差別するのか」と問うこ

ととでは、児童生徒の課題意識がまるで変わってくるのではないでしょうか。人権教育は、人権に関する知識の

習得とともに、人権課題の解決を目指す主体的な態度、技能及び行動力を育てることを目的としています。この

ような指導を効果的に行うためには、児童生徒の自主性を尊重し、指導が一方的なものにならないよう留意する

ことが必要であり、課題意識を持って自ら考え、主体的に判断するような力や、実践的に行動するような力を育

成することが求められます。指導に際しては、児童生徒が受け身で終わるのではなく、自らの関心や意欲を高め

つつ、能動的に活動を重ねながら学習を深めていけるようにすることが不可欠です。

指導する際に教職員が配慮すべきこと
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　この関連図は、 『教育出版

小学社会６ （令和元年度）』

の記述内容をもとに作成して

います。

２　差別解消三法を位置付けた学習展開例について

学習展開例の構成について

　学習展開例は、実際に学習指導を行っていくに当たり、差別解消三法をそれぞれ、各教科等に位置付けた内容

となっています。学習展開例の具体的な見方を次に示しておりますので、参考にしてください。

　異なる校種の学習展開例についても教材研修や校内研修等、様々な機会を捉えて活用して

下さい。

　また、小学校における差別解消三法の学習にあたっては、関連した学びの積み上げが必要な

ことから、様々な分野や単元を通して横断的に学習する必要があります。次ページに差別解消

三法と、年間の学習計画との関連を図示しておりますので、参考にして下さい。

第１章で述べた「体系化」と人権課題ごと
の体系化表（P.35,P.56,P.76）との関連につ
いて記載しています。

学習活動における「教師の支援や指導上の
留意点」を「〇」で示しています。

さらに、それを補足する内容を「※」、後述
で詳細に記載している内容については、「★」
で示しています。

なお、「☆」で示しているものが数か所あり
ますが、小学校・中学校・高等学校とも共通、
または関連する内容となっておりますので、他
の校種のページも参照してください。

学習展開例に続くページには、授業にお
ける説明例、事前・事後の留意点だけで
なく、本時をより効果的なものにするため
の資料や関連教材等も掲載しています。

また、本学習展開例に限らず、個別の人
権課題の授業を行う際に参考となる事項
も掲載しています。
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　この関連図は、 『教育出版

小学社会６ （令和元年度）』

の記述内容をもとに作成して

います。

差別解消三法と小学校における学習計画との関連について（例）
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　同和問題とは、同和地区（※）と呼ばれる地域の出身であることや、そこに住んでいることを理由に、

結婚を反対されたり、就職や日常生活の上で様々な差別を受けたりする問題です。日本社会の長い歴史

の中で形づくられた身分差別によって、国民の一部の人々が生活の様々な場面で差別を受けてきました。

　明治時代に入り、身分制度はなくなりましたが、差別はなくなることなく存続しました。同和問題は過

去のことではありません。いまだに日常生活の様々な場面で差別を受け、悩み苦しんでいる人がいます。

　「差別を公然と取り上げることはかえって逆効果であるから、むしろそっとしておけば、いつかは解消

する」という考え方があります。こうした考え方を「寝た子をおこすな論」といい、同和対策審議会答

申（後述）は、「『寝た子をおこすな』式の考えで、同和問題はこのまま放置しておけば社会進化にとも

ない、いつとはなく解消すると主張することにも同意できない。」と、これを明確に否定しています。ま

た、部落差別解消推進法や県条例では、その基本理念で、部落差別の解消に関する施策について「部落

差別を解消する必要性に対する国民（県民）一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別

のない社会を実現することを旨として、行なわなければならない」としています。私たち教職員には、部

落差別のない社会を実現するために、先に述べた答申や関連法規等に表れた考え方を正しく理解し、こ

の問題への理解を深め、差別の解消に向けて教育を行うことが求められています。

同和問題に関する学習を進めるに当たり、学校現場では

どのような課題や取組があるのかを聞き取りました。

令和元年度 「個別の人権課題に関する指導方法等調査研究事

業」 における市町村教育委員会や県立学校への聞き取りから
教師間で、同和問題に関する認識や指導
力の違いが大きい
・社会科任せ、６年生担任任せになっている。

・授業に自信がなく、学年集会スタイルになっている。

・初めて実践する先生が増えている。

地域間や学校間での取り組み方に
差が感じられる
・他の地域と比べて研修の機会が少ない。

・当事者と出会う機会がない現状がある。

・当事者の方に事前に指導内容を見てもらい、

事後も協議会に入ってもらった。

・市としてのカリキュラムがないので、学校に

任せている部分が大きい。

・若い先生に対して授業後の検討会を実施して

いる。

・低学年の学習で、差別のおかしさについて感

じ取らせ、差別を許さない心情を育てるため

に計画的に指導している。

・小中が連携した授業研を実施し、人権学習の

共有を図っている。

保護者や関係機関等との連携について
・保護者への啓発について難しさを感じている。

・人権課題の当事者の児童及びその保護者に授業のね

らいや内容について事前に伝え、理解をしてもらう

とともに、授業中や授業後の様子など保護者に必ず

家庭訪問で伝えるようにしている。

・中学校区の小中連携や中高連絡会において、学習内

容について協議するとともに、公開授業を行ってい

る。

・授業を実施するに当たって、関係機関と協議を行っ

ている。

同和問題に関する授業を実践していく上で悩んでいること
・マイナスイメージ、他人事で終わらないようにしないといけないと思ってはいるが、十分かどうかが

分からない。

・日常化を図るための意識付けやフィードバックが必要。授業後の検証が不十分だ。

・学習中、生徒から同和地区について質問された際の答え方について、どうすればよいのかという声を

よく聞く。

※　同和地区　歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害され
ている地域（福岡県部落差別の解消の推進に関する条例第８条）

（１）同和問題（部落差別）について
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　「同和対策事業特別措置法」や各種法律により、約３０年間にわたって、住宅や道路等の生活環境の整

備、就労支援、教育格差の是正といった様々な特別対策が実施されました。その後、平成 14（2002）

年、同和問題への取組は、特別対策から他の地域とともに一般対策へ移行することとなりました。例えば、

特別対策としてはじまった奨学金制度が、経済的理由により進学を断念せざるを得ない生徒への奨学金制

度へと発展・拡充していったように、同和地区の住民だけでなく、同じような課題を抱える人々に対する取

組へと広がっていきました。（このことについて、小郡市・小郡市教育委員会が作成した啓発冊子「差別をな

くすために」第４６集「つながる」にも詳しく掲載されています。小郡市のホームページに公開されています

ので参照するとよいでしょう。）

　戦後の高度経済成長により、1960 年代中ごろになると人々の生活は豊かになりました。しかし、同和

地区の生活環境は劣悪なまま放置され、他の地域との格差は一層広がっていきました。このため、同和

問題の抜本的な解決に向け、総合的な対策の樹立を求める声が高まり、昭和 36（1961）年、政府は同

和対策審議会を設置しました。審議会は、昭和 37（1962）年に全国規模の同和地区を対象とした実態

調査を行い、それをもとに審議を重ね、昭和 40（1965）年に「同和対策審議会答申」（以下、「同対審

答申」という。）を政府に提出しました。

　同対審答申は、同和問題は基本的人権にかかわる課題であるとし、「これを未解決に放置することは断

じて許されないことであり、その早急な解決こそ国の責務であり、同時に国民的課題である」として、以

後の国及び地方公共団体における同和行政の「基本的指針」としての役割を果たすなど同和問題の解決

を図る上で大きな歴史的意義を持つものでした。また、同対審答申では、部落差別は、心理的差別・実

態的差別という形で現れることや、近代社会における部落差別とは、同和地区の人びとの「職業選択の

自由」「教育の機会均等を保障される権利」「居住及び移転の自由」「結婚の自由」などの市民的権利、自

由の侵害にほかならないということも述べられています。

「実態的差別」の解消のため、具体的にどのような取組がなされたのですか？

「心理的差別」の実態は、どのようなものですか？

　同対審答申では、様々な形で現れる部落差別を「心理的差別」と「実態的差別」の二つの側面から分

類しており、この２つの相関関係が、差別を再生産する悪循環を繰り返すとしています。

　心理的差別とは、人々の心の中に潜む差別意識で、言葉や文字や行為によって現れるものです。例え

ば、封建的身分の呼称を使って侮蔑する差別や、偏見などによって、交際や結婚、就職を拒むといった行

動に現れる差別です。

　実態的差別とは、劣悪な生活環境、低位な教育・文化水準、不安定な就業など、人々の生活の上に現

れている差別です。

　差別と言えば一般的に「意識の問題」で考えられることが多いのですが、「差別の結果」ともいうべき同

和地区の人々の生活に現れている厳しい実態をも差別と捉えた点に、同対審答申の積極的な姿勢を認める

ことができます。

　依然として、同和問題に関するインターネットを悪用した誹謗中傷や差別落書き等が継続して発生してい

るという現実があります。その背景にある差別意識の一つに、「ねたみ差別意識」があります。「ねたみ差別

意識」とは、かつての同和対策事業の実施により、同和地区やその関係者が優遇されているのではないか、

逆にそれ以外の地域や人たちが行政的に放置されているのではないかという意識です。このような意識は、

同和地区に対する差別意識と、同和対策事業の趣旨と必要性が周辺住民に十分に理解されない中で生まれ

たものです。同和対策事業が、周辺地域との関連性、一体性を考慮して進められたことをまずは、私たち

教職員も理解すべきでしょう。

　他にも集団的に固まって住んでいるから差別がある、と差別の理由を被差別側に押し付ける「部落分散

論」という考え方があります。「寝た子を起こすな論」、「ねたみ差別意識」を含め、このような認識を改め

るための教育活動を今後とも進めていく必要があります。

同和対策審議会答申とは

「心理的差別・実態的差別」とは具体的には、どのような差別ですか？
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コラム　「差別されない権利」とは

個別の人権課題に関する指導方法等調査研究委員

福岡県人権・同和教育研究協議会　　木牟礼　博

　日々、児童生徒の教育に携わり、「特定職業従事者」である学校の先生方に改めてお伝えするまで

もない事ですが、人権問題に関わって地名や個人名など具体的な名前を提示することについては、細

心の注意を払う必要があります。それは、悪意のある人間が、人権問題に係る個人情報を収集して、

さらに、その情報を使って、新たな差別を生み出したり差別の強化を図ったりする恐れを、残念なが

ら打ち消すことができないからでもあります。

　令和５年６月に東京高等裁判所から同和地区の地名リストを出版した人物に対して、リストの公

表の禁止や削除とその被害者に対して救済を認める判決が出されました。裁判所は判決で、憲法１３

条と１４条に触れ、「人はだれしも、不当な差別を受けることなく、人間としての尊厳を保ちつつ平

穏な生活を送る人格的な利益を有する」と、いわゆる「差別されない権利」が法的に保護された利益

であることを明確に述べました。

　このいわゆる「差別されない権利」について高等裁判所が見解を示したことは、個別の人権課題に

係る差別の問題を考える上で、とても重要なことであるといえます。特に部落差別の問題において

は，そもそも部落差別が、他の差別とは違い、差別を行うこと自体を目的として政策的・人為的に作

られた、「本来あるべきでない属性に基づく差別」であるということからも、この差別がどのような

ものなのかを児童生徒がきちんと理解した上で、この「差別されない権利」についても学ぶことが大

切です。

　「差別されない権利」。この権利を確かなものにするためにも、教職員には、さらなる取組の充実が

求められているのだと思います。人権教育を通して知識や様々な技能や態度を培うことで、児童生徒

が差別の不当性について十分認識し、差別の温存・助長には与しないという強い意志を持ち、主体的

に行動することこそが、本来、人がだれしも生まれながらに持っているはずの「差別されない権利」

を確立することにつながるのではないでしょうか。

また、平成３０（2018）年に法務省が「インターネット上で、特定の地域が同和地区である、又はあったと

指摘する情報」の取り扱いについて、全国の法務局に通知した文書には次の一文があります。

　部落差別は、 その他の属性に基づく差別とは異なり、 差別を行うこと自体を目的として政策的・

人為的に創出したものであって、 本来的にあるべからざる属性に基づく差別である。 また、 このよ

うな不当な差別の対象とされる人々が集住させられた地域であるかつての同和地区は、差別の対

象を画定するための地域概念とされてきたものである。このような地域概念と密接に結びついてい

た部落差別は、 個人の尊厳や法の下の平等を基本的価値とする現行法秩序とおよそ相容れない

ものである。 それにもかかわらず、 このような身分差別が廃止され、 １００年以上が経過した現在

もなお、 その地域の居住者、 出身者等について否定的な評価をするという誤った認識が国民の一

部に残っている。

　平成 30 年 12 月 27 日付け法務省権調第１２３号「インターネット上の同和地区に関する識別情報の摘示事案の立件及び処理

について」から

このように、同和問題（部落差別）は、決して過去の問題ではありません。誰
もが生まれながらに持っている人権が尊重され、差別や偏見のない心豊かな
社会をつくることは、私たち一人一人の課題です。
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福岡県内では具体的にどんな差別事象が発生しているのですか？

　インターネット上における差別書き込みや、公共施設に差別落書きがなされたり、特定の地域

を同和地区であるとし、誹謗中傷する内容のメモが、意図的に放置されたりするなど、極めて悪

質な行為が報告されています。また、学校現場でも、同和問題に対する誤った認識に基づいた

差別的な発言が報告されています。福岡県が公表している具体的な事例の一部を以下に掲載し

ています。

　福岡県では、インターネット上の部落差別書き込み等をモニタリングしており、発見次第速やかに削除
要請をしていますが、そのうち約４割が削除されていないという現実があります。
　直近の県民意識調査で、インターネット上で部落差別を見たことがあるかどうかを尋ねたところ、１８
歳～２９歳の年齢層では、６人に１人の割合で「見たことがある」と回答しています。
　しかし、その「見たことがある」と回答した全員が、「人権侵害であり許されない」に肯定的な回答を
している一方で、「その内容を信頼できるか」という問いに対し、明確に否定したのは３割に留まっていま
す。インターネットやＳＮＳを駆使する世代では、差別を煽るような情報に接しながらも、同時に、それ
が人権侵害であることまでは理解できているが、間違った情報だとは判断しきれていない、ということも
示唆されています。

差別落書きや同和地区に関する問い合わせ
〇　Ａ市内の学校や公園など 54 ヵ所で、被差別部落出身者などを中傷する落書きが発見された。Ａ市は、「人の心

を傷つけ、差別を助長する悪質な行為」として福岡法務局に届け出るとともに、器物損壊容疑で福岡県警に被害

届を提出している。（平成 23（2011）年）

　　また、Ｂ市の学校やＣ市の集会所においても、壁面に差別的な落書きが発見されている。（平成 28（2017）年～　

平成 29（2018）年）

〇　県内市町村において、自分の子どもの結婚相手が同和地区出身かどうかや、家を建てようとする場所が同和地

区であるかどうかを調べるための役所への問い合わせが継続的に確認されている。

〇　インターネット上において、県内市町村の特定の住所地を挙げ、そこが同和地区であることや、その住所地を

誹謗・中傷するといった書き込みが継続的に確認されている。

同和問題についての県民の意
識に変化はあるのですか？

このデータを見ると、はじめて
知った時に、「どのように」知っ
たのかが気になるなぁ…

　福岡県では、今後の人権教育・啓発を
進める上での参考とするため、５年ごとに

「人権問題に関する県民意識調査」を実
施しています。このうち、令和３年度人権
問題に関する県民意識調査（令和４年３
月公表）から、いくつかのデータと解説
を抜粋して紹介します。

（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/
uploaded/life/626274_61200203_
misc.pdf）

Ｑ　日本の社会に、「被差別部落」や「同和地区」な

どと呼ばれ「差別」を受けている地区があること

を、あなたがはじめて知ったのはいつ頃ですか？

どのような差別事象が発生しているのか

同和問題（部落差別）について、どのような意識を持っているのか
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Ｑ　「同和地区」があることをはじめて知ったのは何に

よってですか？　（知識の提供者）

Ｑ　あなたが同和地区の人と結婚しようとしたときに、家

族や親類から反対された場合、あなたはどうしますか？

Ｑ　部落差別（同和問題）を解消するには、どうしたら

よいと考えますか？

はじめて知った時に、悪いイメージや忌避意識、差

別意識を持ってしまった人が、学び直しや、出会い

直しをする機会がなければ、例えば、インターネッ

トで差別的なサイトや書き込みを見た時、そういっ

た意識がさらに強化されてしまうことになるんじゃ

ないだろうか。

過去の調査と比較すると、「人権を大切にする教育

活動・啓発活動を積極的に行う」等は増加、「同

和地区のことや差別のことなど口に出さないで、

そっとしておけば自然になくなる」等の消極的意見

は、減少傾向にあることが分かりました。

「学校の授業で」が最も多くなっていますが、家族や

親類からなど身近な人からや、「同和地区が近くに

あった」などを合計すると、約４割が日常生活の中で

認知したことになります。他方、「同和問題についての

集会や研修会」、「県や市町村の広報誌や冊子など」

の啓発活動等によって認知したものは11％にとどまっ

ています。

「自分の意志を貫いて結婚」「反対する人を説得し、説

得後に結婚」が微増となった一方で、全体の４分の１

強が「分からない」と回答している点が注意を引きま

す。

差別があり続けているということは、正し

く学んでいない状況があるということでも

あると思う。「寝た子はネットで起こされる」

という人もいる。正しい知識を身に付けな

いと。
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　「教職員の人権意識、人権教育に関する調査結果報告書」（福岡県教育委員会　平成 29 年１２月）

によると、教職員が人権問題、同和問題に出会うのは「教職についた後」の回答が多く、人権や差別

について深く考えるようになったきっかけの多くは、職場の人権教育の取組や人権課題の解決に取り

組む人、人権課題当事者との出会いであることが分かりました。このことからも、授業者である教師

自身も、学び続ける存在であるということが言えます。

　また、「福岡県教員育成指標」（令和４年改訂）において、教職としての素養の基盤に、自他の人権

を尊重する意識・意欲・態度を位置付けました。その中で、充実・深化ステージの教諭が身に付ける

べき資質・能力について、主体性・専門性をキーワードとして以下のように明記しています。

　児童生徒の学びを確かなものにするためには、学校、学級が安心できる居場所であることが不可欠

です。友だちと楽しく過ごせる、励まし合ってがんばることができる、ほっと一息つける、安心して

話すことができる、そんな学校、学級になっていることが求められています。

　それは、いじめや差別について周りに相談できる、いじめや差別に対して解決しようと共に動くこ

とができる集団づくりを、日常的に進めるということでもあります。

　とりわけ人権教育においては、個々の児童生徒の大切さを強く自覚し、一人の人間として接すると

いう教職員の姿勢そのものが、指導の重要な要素となり、教職員の人権尊重の態度によって、児童生

徒に安心感や自信を生むことにもなります。

同報告書では、全体考察の中で４点にわたって指摘がされています。

１　人権に関する意識について

　人権に関する意識について、特定職業従事者に求められる水準とはいえない回答結果があったこ

と。差別の原因を差別される側に求める「部落責任論」「自己責任論」「部落分散論」「寝た子を起こ

すな論」に通じる回答が少なからずあること。若い世代になるほどその傾向が強く表れていること等。

２　人権に関する知識について

　人権に関する知識について、教職員として身に付けておくべき必須の知識を、「人に説明できる」と

した割合が極めて低いこと。

３　人権問題、 同和問題との出会いについて

　人権問題、同和問題との出会いについて、「教職に就いた後」の回答が圧倒的に高い割合を示して

いること。人権や差別について深く考えるようになった出会いや学びは、①「職場の人権教育の取

組」、②「人権課題の解決に取り組む人との出会い」、③「人権課題当事者との出会い」であったこと。

４　人権意識と指導力の育成について

　人権意識と指導力の育成について、人権問題に関する知識や情報を得る有効な手段で最も多かった

のが「校内研修会」であること。教師自身が主体的・自主的な学びが可能となる条件整備や配慮を積

極的に行う必要があること。児童生徒の実態を踏まえて人間関係づくりや環境づくりを行う必要があ

ること。家庭訪問や地域との連携・協働、相談活動等、アウトリーチの実践が重要であること。

　人権問題を自分自身の課題としてとらえ、人権や人権擁護に関する知識を主体的に学び、その内容と

意義についての理解と認識を十分に深めるとともに、人権がもつ価値や重要性を共感的に受けとめるよ

うな感性や感覚を高め、それに基づく教育活動を積極的に行うことができる。

このあとのページでは、同和問題に関わる体系化の例と「部落差別解消推進

法」を各教科等に位置付けた学習展開例を紹介しています。

トピック「教職員の人権意識について」
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ふれる・気付く 深める 発信する・行動する

高　

等　

学　

校

第三学年

第二学年

第一学年

中　

学　

校

第三学年

第二学年

第一学年

小　

学　

校

高学年

中学年

低学年

【特別活動】
統一用紙 / 公正な
採用選考　★５　

【特別活動】
部落差別解消推進
法を踏まえて考え
を発信する P.45　

【特別活動】
筑前竹槍一揆　★２

【ホームルーム活動】
社会参画意識の醸成
インターネット上における
差別 （同和問題） ★６

【特別活動】
識字学級　★３

【公共】
部落差別解消推進法につ
いて既習事項を確認する。

【社会科】
同対審答申か
ら地対財特法

【社会科】
部落差別解消推進法
の意義を理解する P.43

【夏休み課題】　
人権作文
同和問題啓発強調月間　★８

【社会科】
室町時代の文化

【社会科】
「解放令」　★１

【社会科】
江戸時代の身分

【学校行事（修学旅行）】
京都の伝統文化

【社会科】
全国水平社

【特別活動】
教科書無償制度★４

【社会科】
室町時代
の文化

【社会科】
江戸時代　新しい学問
解体新書

【社会科】
部落差別解消推進
法について知る
P.41

【総合的な学習の時間】
人権啓発情報センター
訪問

【図画工作】 『あおぞら２』
「革であそぼう」

【道徳科】 『かがやき』
「カボチャとメロン」

【特別活動】
奨学金の取組と
成果　★７

■　例示した学習内容の概要

★１【「解放令」】
　明治４（1871）年に出された、被差別身分である「穢多身分」「非人身分」などの身分・職業とも平民同様にする
とした太政官布告のことをいいます。「解放令」は、被差別身分だった人にも居住や職業選択等の市民的自由を与え、
行政的に平民と同様に扱うという「形式的平等」を保障するものでしたが、実態は、それまでの職業特権をはじめと
する固有の権利を取り消し、平等の負担を課すことを目的とするものであったという側面から、「賤民廃止令」、「賤称
廃止令」とも呼ばれます。このように「解放令」が被差別部落の人々を平民と同じにすることを法的に示した意義は大
きなものがありますが、差別をなくすための実質上の行政措置はほとんど講じられませんでした。一方、被差別身分
とされた人々は、「解放令」を歓迎し、日常生活での差別待遇の撤廃（例えば、村政や祭礼への参画、入会権、飲食
店や浴場への出入りなど）を求めて行動を起こしました。しかし、この行動は、周辺地域の人々には容易には受け入
れられず、かえって暴力を伴う制裁を受けることもありました。ここに、社会の深層に、偏見と差別とがいかに根づい
ているかを見ることができます。これに対して、この「解放令」を拠り所にして、差別からの解放と生活の向上を求め
る動きが各地で起こりました。

同和問題（部落差別）に関する体系化表の例
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★２【筑前竹槍一揆】
　明治６（1873）年６月に約 10 万人が参加したともいわれる旧福岡藩全域に及ぶ新政反対一揆のことをいいます。　　
米相場を伝える合図をめぐって、嘉麻郡の農民の行動に端を発し、富豪宅の打ち壊しから、次 と々県内各地の農民を
はじめとする人々が参加しました。そして、福岡県庁（当時）の一部を焼き討ちしましたが、士族隊などにより鎮静化
されました。この一揆は、全国で起こった新政反対一揆の一つに含まれます。その時の嘆願書には、年貢の３か年減
免、学校制度と徴兵制度や太陽暦のとりやめなどとともに、「解放令」の廃止も記されていました。
　この一揆で注目されることは、多くの被差別部落が焼き討ちされたことです。その背景には、行政による近代化政
策についての説明が不十分だったことに加え、近代化政策について人々が理解していなかったということとともに、差
別意識の現れでもあったと考えられます。また、「解放令」以後の被差別部落の人々の動向を「横柄」「増長」と捉え
る農民をはじめとする人々の差別意識があり、「解放令」反対も含む一揆としては、全国最大規模のものでした。
　福岡県教育委員会作成の同和教育副読本「かがやき」では、中学校用に「竹笛の詩」、高等学校用に「筑前竹槍
一揆」を掲載しています。被差別部落の焼き討ちがごく「ふつうの民衆」によって行われたことや、法律等を出すだけ
では解消に至らなかったことなどについて学ぶことをねらいとし、多くの学校で教材として活用されています。　

★３【識字学級】
　差別や貧困のために、学校に行きたくても行けず、文字の読み書きができなかった人々の、文字が読めるようにな
りたいとの思いから始まった識字学級は、昭和３０年代頃、福岡県から始まったとされ、やがて全国に広がりました。
　（※　識字学級の始まりについては、諸説あります。）
　かつて、同和地区においては、差別のために安定した仕事に就く道が閉ざされていたために、子どもの労働力にも
頼らざるをえない厳しい状況がありました。そのため、子どもの頃に学校に行けなかった人々は、失われた学習の機
会を再び得る必要があったのです。その後、同和地区から始まった識字学級は、差別と貧困に苦しむ地域へと、その
活動の範囲を広げていきました。現在では、市民を対象にした夜間中学校や在日外国人を対象にした識字学級、さら
には点字・手話を中心にした活動等も行われています。
　識字学級は、一部の教科書に記載されている他、『かがやき』『あおぞら２』等の県教育委員会作成の人権教育教
材において教材化されています。中学校や高等学校等での活用例が多くある中、文字と出会って間もない小学校１年
生に、文字を学ぶことの大切さを学ばせるための教材や、小学校低学年において、生活を豊かにするために文字を使
おうとする意識や態度を育成するための教材としても活用されています。

★４【教科書無償制度】
　同和問題の解決に向けた具体的な方策が講じられる前から、差別と闘う人々によって、様々な運動が行われてきま
した。その取組は、同和地区の住民だけでなく、同じような課題を抱える人々に対する取組へと広がっていきました。
その１つである教科書無償制度の成立に大きな役割を果たした運動は、高知県の同和地区から起こりました。日本国
憲法第２６条「義務教育は、これを無償とする」という条文を学んだ保護者たちが、当時有償であった教科書の無償
化運動を展開します。教科書の無償化を求める運動は、教育や就労の権利を奪われてきた人々にとって、生活の安定
と向上、差別の解消につながる取組でもありました。この運動が多くの人々の支持を集め、昭和 38（1963）年　　　　

「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律」が成立し、昭和 44（1969）年までに、順次小中学校に
通う全ての児童生徒に、教科書が無償で配布されるようになりました。
　多くの小中学校で新しい教科書が配布される年度当初等にこの制度についての学習が進められていますが、高等学
校等においても高校生用学習資料「『ありのままの私』でいられる社会をつくりたい」等を活用し、県部落差別解消推
進条例と併せてこの制度についての学習も行われています。

★５【全国高等学校統一用紙（統一応募用紙・公正な採用選考）】
　1970 年代以前は、住所や親の職業などを選考の基準に含む企業等があり、そのことで夢や希望を断たれた子ど
もが少なくありませんでした。その後、高校生や保護者の願いを受けて、たくさんの人たちの声が一つになり、昭和
48（1973）年に高等学校統一用紙（統一応募用紙）が制定されました。家族欄、本籍（県名のみ）欄の削除、保
護者欄の削除などの改定を加えて、現在の形式になっています。
　また、採用選考に当たっては、応募者に広く門戸を開くとともに応募者の適性・能力のみを基準として行うことが肝
要です。したがって、県は福岡労働局と共に、採用選考時に本籍や家族の職業等「本人の責めに帰すことができない
事項」や思想・信教等「本来自由であるべき事項」について書かせたり聞いたりすることは、差別につながるおそれ
があるので、これらの質問や調査はしないよう不適正選考をなくす取組を企業と連携して行っています。
　しかしながら、本県においても、未だ、採用選考時に就職差別につながるおそれのある質問や書類の提出を求め
るなど、不適正な事象が後を絶たない状況があります。そのため、多くの県立学校において校内研修や授業実践が
進められているだけでなく、県教育委員会主催の研修会や各地区で行われている学習会で不適正選考の状況につい
て把握するとともに、関係機関との連携も図られています。

★６【部落地名総鑑事件（インターネットにおける差別と関連して）】
　昭和 50（1975）年 11月に発覚し、昭和 60(1985）年までに８種類約 220 冊を超える差別図書が「人事極秘」、

「部落地名総鑑」等の書名で販売されました（法務省調べによる）。その中には、全国の同和地区名、所在地、戸数、
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主な職業などが記載されています。これらの図書を購入した企業の主な目的は社員の採用に当たって同和地区出身者
を調べて排除することであり、個人購入者も結婚に当たっての身元調べに利用するなど大変悪質なものでした。法務
省は、人権侵犯事件として調査・処理し、図書を回収・処分するとともに購入企業に指導を行いました。この事件を
きっかけに、労働省（現厚生労働省）・文部省（現文部科学省）及び全国高等学校長協会の協議をもとに、本籍地等
を削除した「全国高等学校統一用紙」を定めるほか、一定規模以上の事業所に「公正採用選考人権啓発推進員」を
選任する制度が設けられました。
　平成 28(2016) 年に施行された「部落差別の解消の推進に関する法律」の第１条に、「この法律は、現在もなお部
落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ」とあり、
具体的な事例として「部落差別の実態に係る調査結果報告書（法務省人権擁護局　令和 2 年 6 月）」において、イン
ターネット上の部落差別等について、同和地区の所在地情報を流布したり、その居住者や出身者を誹謗中傷したりす
るといった書き込みが継続的に確認されていることが指摘されています。さらに、インターネット上で部落地名総鑑の
もととなった「全国部落調査」が公開され、その差し止めを求める裁判が起こされるなど、情報化の進展により問題
が一層深刻になっている現状があります。

★７【奨学金の取組と成果】
　昭和 30 年代後半に、同和対策審議会が行った調査では、同和地区の中学生徒の進学率は、一般地区の約半分
で、その主な原因は、家庭の厳しい経済状況により本人の学べる環境が整っていないことでした。経済的な理由によ
り、進学が困難な生徒の教育の機会均等を保障するために「奨学金」制度が作られ、生徒の進学率の向上につなが
りました。平成 14（2002）年、国の同和対策事業を支えた特別措置法の失効に伴い、同和地区の生徒を対象とし
た奨学金は廃止されました。その後、この奨学金制度は、対象を低所得世帯の全高校生に広げた一般対策として取
組が進められました。
　この改善には、自立のための教育の機会均等と人材育成を目的とする奨学金制度の趣旨が生かされ、成績を問わ
ない、中学３年時に予約できる、支度金制度のある、大きな採用枠をもつものとなりました。あたらしい奨学金制度
は、経済的理由で進学を断念せざるを得なかった多くの生徒のために、広く活用されるものとなりました。その後、
現在までに、貸与金額のメニュー制、返還月賦制の導入、支度金３月末貸与などの改善が積み重ねられています。
　県教育委員会作成の高校生用学習資料「『ありのままの私』でいられる社会をつくりたい」等でも取り扱っています
が、中学校においても、地域の様々な自主教材を活用し、奨学金制度についての学習が進められています。

★８【同和問題啓発強調月間】
　本県では、「同和対策特別措置法」（昭和 44（1969）年）が施行された７月を、「同和問題啓発強調月間」とし
て、同和問題解決に向けた街頭啓発や講演会の実施、マスメディアを通じた啓発等、様々な啓発事業を実施してお
り、地域と学校が連携した取組も進められています。
　そのため７月になると、県内各地の公共施設において特設コーナーが設置されたり、駅前等で啓発活動が実施さ
れたりすることで、児童生徒が同和問題にふれる機会が多くなります。これと関連させて、夏休みの課題として人権
作文や人権標語、人権ポスターの作成等に取り組んでいる学校や地域もあります。

　部落という言葉は、「集落」や昔の村落の単位である「字」の意味で使われることがあ

り、被差別部落の略称として使われる場合もあります。明治時代以降、部落差別の対象

となった地域には、江戸時代の被差別地域との連続性を指摘できるところが少なくあり

ませんが、それがいつ、どのように形成されたのかは、地域性や多様性もあり、現在も

研究が進められています。

　「同和地区」とは、「歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害されてい

る地域（福岡県部落差別の解消の推進に関する条例第８条）」をいい、部落差別を受け

ている地域のことです。　

P.50 では、関連教材の紹介等を掲載していますので、ぜひ、

参照してください。

「被差別部落」や、「同和地区」とは、何ですか？

なるほど。気になったことは、聞いたり調べたりすることが大切ですね。
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　中学校や高等学校では、教科書に「部落差別」という言葉が用いられていることをふまえ、学校や地域の実
情に応じ、小中連携した取組のもと、小学校段階で「部落差別」の言葉を用いた授業実践が積まれています。
　今回提示している小学校の学習展開例では、「部落差別」という表現を使用することを前提としています。そ
の際の留意点や事前の学習については後述していますので、参照してください。

■　ねらいの重点化について

　「部落差別の解消の推進に関する法律・条例」（それぞれ、「部落差別解消推進法」、「福岡県部落差別

解消推進条例」と表記しています。）について、単に法や条例を知らせるということにとどまらず、そ

の意義について学ぶことを通して、児童生徒にどのような力を身に付けさせるのか、それぞれの校種

におけるねらいを明確にしましょう。そのためにも各校種における学習展開例が、体系化においてど

のように位置付けられているか把握しておきましょう。

学習展開例 本時のねらい 体系化表における整理 （例）

小学校
（社会科）

　基本的人権が守られていない課題につい
て考え、 これからの我が国の在り方につい
て考えることができる。

ふれる・気付く
　基本的人権が守られていない課題について考え
る中で、 部落差別解消推進法が制定されたことを
知る。

中学校
（社会科）

　現代の社会において、 平等権が保障され
ていない問題として部落差別が存在するこ
とや差別を解消するための取組について理
解し、 差別のない社会をつくるために必要
なことを考えることができる。

深める
　小学校における学習で初めて知った部落差別解
消推進法について、 条文をもとにして、 基本理念
の意味や制定の背景を理解する。

高等学校
（特別活動）

　「水平社宣言」 や 「部落差別解消推進法」
の目的や基本理念を学ぶことを通して、 差
別をなくす意義や価値について考え、 人間
の尊厳や価値を認識し、 自他の価値を尊
重する態度を育てる。

発信する・行動する
　部落差別解消推進法の基本理念を踏まえ、 差別
のない社会を実現するために、 自分に何ができる
のかや、 一人一人どのような行動が求められるの
かについて自分の考えを発信する。

 

 

 

 
    
 
 
 
 

 

 

日本にはまだまだ基本的人権が守られてい

ない現状があり、その解決のために様々な

　　　　法律がつくられているんだ！

部落差別の解消に向けて法律が制定さ

れたが、差別のない社会をつくるために

は、国民一人一人が差別をなくす主体者

　　　　　となることが大切なんだな。

「水平社宣言」は、様々な人権課題にお

いて苦しむ人々にとっても大切なものに

なった。自分も差別のない社会を実現す

　　　るために何ができるのか考え

　　　　続けたい。

基本的人権が守られていない現状に

対し、国はどのような取組をしているの

　　かな？

部落差別解消推進法の制定にはどのよう

な背景があり、どのようなことを基本理念

　　　として掲げてあるのだろうか？

「水平社宣言」に込められた思いや部落差

別解消推進法の基本理念を通して、

　　　自分たちの生活を振り返って

　　　　　みよう。

部落差別解消推進法を位置付けた学習展開例
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　「部落差別」という表現を使用せずに、同和問題に関する学習の展開を新たに提示することは可能です

が、今回の学習展開例のように「部落差別解消推進法」についての学習をする際は、「部落差別」につい

ての説明は必要となります。　　

　県教育委員会が作成した人権教育学習教材集「あおぞら２」の教材「田中松月と全国水平社」を活用

した展開例では、すでに「部落差別」という言葉を使って教えており、活用に当たって以下のように記

しています。

　憲法について知るのと同様に、様々な差別を解消するための法律があることを知ることには、大きな

意義があります。ここでは、むしろ『あおぞら２』との関連等も工夫しながら、「部落差別」という言葉

を使って小学校での展開事例を示すことによってこそ、部落差別解消推進法や福岡県部落差別解消推進

条例が施行された今の時代の教師用手引書としての意味を持つと考えることができます。

　もちろん、先に述べたように、地域の実態や学校のこれまでの取組を踏まえることは当然大切なこと

です。賤称語についても、小学校段階ですでに学んでいる地域もあれば、被差別当事者とのつながり等

をこれから新しい取組としてはじめていこうとしている地域もあります。

　外国人の人権課題に関する「ヘイトスピーチ解消法」についての学習展開例では、小学校段階におい

ても「ヘイトスピーチ」という言葉を使っての学習展開例としています。このことから、同和問題につ

いての学習展開例についても、法の周知を図る上では、「部落差別」という表現を使用することも必要だ

と考えています。

　具体的には、以下に例を示しています。

　

　参考までに、中学校の教科書における「部落差別」の記述を紹介します。

　小学校学習指導要領解説社会編では、部落差別の文言を取扱うことについては記述されていない。し

かし、第６学年の目標において、「社会に見られる課題を把握して、その解決に向けて社会への関わり

方を選択・判断する力を（中略）養う」「よりよい社会を考え学習したことを社会生活へ生かそうとす

る態度を養う」と示されている。

　活用に当たっては、まず、歴史学習と関連させながら、「部落差別」が不合理なものであることを理

解させたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「田中松月と全国水平社」教師用資料（抜粋）

　同和問題（部落差別）とは、日本社会の歴史的過程において形づくられた身分差別により、日本国

民の一部の人々が、長い間、経済的、社会的、文化的に低い状態に置かれることを強いられ、現代社

会においても同和地区と呼ばれる地域の出身者であるということなどを理由に、日常生活で様々な差

別を受けるという、わが国固有の人権問題です。(法務省の HP から引用 )

広がる社会運動と男子普通選挙の実現　東京書籍　中学校　新しい社会歴史（令和元年度）

　部落差別に苦しむ被差別の人々も、政府にたよらず、自力で人間としての平等を勝ち取り、差別か

らの解放を目指す運動（部落解放運動）を進めました。1992 年に京都で全国水平社が結成され、運動

は全国に広がっていきました。

平等権①共生社会を目指して　部落差別の撤廃　東京書籍　中学校　新しい社会公民（令和元年度）

　部落差別は、被差別部落出身者に対する差別のことで、この問題は同和問題ともいいます。江戸時

代に差別されていた、えた身分、 ひにん身分は、明治時代の「賤称廃止令」により廃止されました。し

かし、その後も就職や教育、結婚などの面では、差別は続きました。これに対して差別を打ち破ろう

とする部落解放運動がおこり、1922 年に全国水平社が結成されました。1965 年に同和対策審議会が出

した答申は、部落差別の撤廃は国の責務であり、国民の課題であると宣言しました。これに基づいて

法律が整備され、対象地域の人々の生活を改善する同和対策事業や、差別をなくす啓発活動が推進さ

れてきました。しかし、今なお差別は解消されておらず、2016 年には、部落差別解消推進法が制定さ

れました。

■　小学校において 「部落差別」 という表現について説明を行うに当たって

第
２
章
（
同
和
問
題
）

－ 39 －



全国水平社

　大正時代、差別されてきた人たちの生活を改善することを目的とした、政府、地方公共団体、各種団体による取組が

行われましたが十分ではなく、厳しい差別を解消するまでには至りませんでした。

　一方、大正 7（1918）年に起きた米騒動を契機として、人々の生活上の権利を求める動きが盛んになりました。

大正 11（1922）年には、差別されていた人々が、自らの力で差別撤廃をめざして、京都市で全国水平社の創立大会を開

きました。大会では、運動方針を示す綱領とともに、日本初の人権宣言ともいわれる「水平社宣言」が満場一致で採択

されました。しかし、時代は戦争へと向かい、水平社運動は、他の諸運動とともに、中断に追い込まれていきました。

「穢多 （えた）」 等の呼称

　差別されてきた人々に関する身分制度の形成過程についても、全国的に画一ではなく地域によって様々ですが、江戸

時代以前に地域の共同体から排除するといった日常生活上の差別や差別意識が存在していたところへ、江戸時代中期以

降に、幕府や藩によって政治的差別が加わってきたことによるものと考えられるようになりました。

「穢多」「非人」等の呼称は、差別的な賤称語であり、現在も差別用語として社会で生き続けており、同和問題を学習す

る場面以外では使うべきではありません。今もこの言葉に深く傷つけられ、悔しい思いをしている人々の思いから学び、

「差別の厳しさ」をともに考えていくことが重要です。

　一方、小学校教科書では、以下のような記述になっています。

　現行の学習指導要領では、公民的分野の学習後に歴史的分野を学習することになっています。今回の

学習展開例（P.41～）のように、歴史的分野の学習時点で学習展開例における学習内容を想起させて、

「部落差別」という言葉をおさえることも可能です。

新しい世の中の文化や生活　東京書籍　新しい社会 6　歴史編（令和元年度）

　江戸時代の身分制度は改められ、すべての国民は平等であるとされ、職業や住む場所が自由に選べ

るようになりました。身分制度のもとで苦しめられてきた人々も、1871 年の法令で身分上は解放され

ました。

（コラム）　本当の平等を求めて

　長い間差別に苦しめられてきた人々に対して、政府は差別を無くすための政策や生活の改善を行い

ませんでした。そのため、望んだ仕事につくことや教育を受けることは難しく、苦しい生活の中で、結

婚や就職、住む場所など、日常生活での様々な差別が新しい形で残されました。こうした状況に対し

て、これらの人々は、解放の法令を機に自らの力で差別をなくす運動を進めていきました。

〇主な学習活動・学習内容 ねらい

１

【配時３】

〇　平和で民主的な国家及び社会について調べる

　・終戦後の人々の暮らし

　・終戦後の日本社会の変化

　終戦後の人々の暮らしや思い、社会の変化を

知ることを通して、今の自分たちの生活とのつ

ながりについて考えを広げることができる。

２

【配時３】

〇　産業の発展とオリンピック・パラリンピック

について調べる

　・日本の国際社会への復帰

　・産業の発展と人々の暮らしの変化

　終戦後の日本社会の変化や周りの国々との関

係の変化について調べることを通して、歴史で

結びつきの強い周りの国々との友好や信頼の関

係を築いていく上で大切なことに気付くことが

できる。

３

本時

2/2

【配時２】

〇　これからの日本について考える

　・基本的人権の尊重

　・障害者差別解消法

　・部落差別解消推進法

　国際社会の一員としての役割を果たすととも

に、平和で豊かな社会を実現していくためにも

基本的人権が守られていない課題等について考

えることを通して、これからの我が国の在り方

について考えを持つことができる。

４

【配時１】

〇　歴史を学ぶ意味を考える 　歴史上の人物や出来事から学んだことを意見

文に表して伝え合うことを通して、これまでの

学びを整理し、自分自身がこれから社会とどう

向き合っていくのか考えることができる。

※　学習計画との関連については、P.28「差別解消三法と小学校における学習計画との関連について（例）」を

ご覧ください。

　全国水平社、「穢多（えた）」等の呼称について

■　小学校学習展開例に関わる学習計画例
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小学校学習展開例

校種/教科等 小学校　社会科 対象学年 第６学年

単元名 平和で豊かな暮らしを目ざして 

人権教育を通じて育てたい資質 ・ 能力の分類

価値的 ・ 態度的側面　③権利と責任、 公平 ・ 公正

ふれる・気付く

　基本的人権が守られていない課
題について考える中で、 部落差別
解消推進法が制定されたことを知
る。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　基本的人権が守られていない課題について考え、 これからの我が国の在り方について考えることが

できる。 【思考力 ・ 判断力 ・ 表現力等】

２　展開例

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　前時の学習を振り返り、 本時のめあてをつ

かむ。

・ 今の日本の社会に残された課題があった

・ 基本的人権が守られていないことは、 課題で

ある。

○　今の日本の国内や周りの国々との間に残さ

れた課題や、 課題を解決していく努力が必要

であることを想起させる。

※　前時までに、 教科書に記された日本の社会

の課題について学習しておく。 その際、 教科

書によって、 記載箇所が違うことに留意する。

★１　課題の解決には、 全ての人が幸せに生き

る社会にする必要があり、 基本的人権の尊重

の視点をもつことが大切であることを伝え、

今も課題が残っていることに気付かせ、 めあ

てにつなげる。 （P.47）

７

２　今の日本で基本的人権が守られていない課

題について考える。

・ 前の時間で、 基本的人権の尊重について学習

した

・ 今の日本で、 基本的人権が守られていない課

題がある

○　教科書の記述を振り返り、 基本的人権が守

られていない課題を出し合わせる。

※　これまでの学習と関連付けながら、 課題に

気付かせるために、 政治的分野等の既習の

教科書の記述に着目させる。

※　基本的人権が守られていない課題に対し、

国はどのような取組をしているか疑問を持た

せ、 次の学習活動につなげる。

30

・ 自然災害からの復興　 ・ 環境　

・ 少子化　 ・ 高齢化　 ・ 人権　 ・ 領土

・ アイヌの伝統や文化を守ること

・ 日本人拉致問題　等

 めあて　基本的人権が守られていない課題について調べ、 これからの日本に必要なこ

とを考えよう。

【教科書の記述から想定される課題】

・ 就職や結婚などの際に差別を受けること

・ 男女の性別による差別

・ 障がいのある人に対する差別

・ 在日外国人に対する差別　

・ アイヌの人たちに対する差別　等
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３　課題を解決するための法律について知る。

(1) 「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律」 について振り返る。

・ 障がいのある人への差別をなくすための法律

である

・ 基本的人権の学習のとき、 ポスターを見た

・ 障がいのある人への差別をなくすことについ

て学習した

(2) 「部落差別の解消の推進に関する法律」 に

ついて知る。

・ 部落差別をなくすための法律である

・ 江戸時代、 百姓や町人とは住む場所や交際な

どを制限されるなど差別があった

・ 「解放令」 の後も、 住む場所や結婚、 就職な

どの差別がなくならなかった

・ 全国水平社をつくり、 差別をなくす運動を広

げていった

・ 今も、 就職や結婚で差別がある

４　全ての人の基本的人権を守るために、 これ

から必要なことについて考える。

・ いろいろな差別があることや、 なくす取組の

大切さを一人一人が知ることが大事である

・ 差別をなくすためには法律が必要である

・ 県や市町村、 地域で、 みんなで取り組んでい

くことが大事である

・ 私たち一人一人が差別をなくしていく努力を

する

○　「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律」 のポスターを提示し、 どのような

法律であるか確認する。

※　法律についての既習内容を振り返らせる。

・ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律」 広報ポスター （内閣府） ★１

○　「部落差別の解消の推進に関する法律」 の

ポスターを提示し、 どのような法律であるか

考えさせる。

★２　部落差別に関する教科書の記述を振り返

らせるとともに、 「部落差別」 の言葉につい

て知らせ、どのような問題であるか確認する。

その際、 他教科等も含め、 『かがやき』 『あお

ぞら』 『あおぞら２』 等の教材を活用するな

どの部落差別についての学習経験があれば

踏まえるようにする。

※　実態に応じて、 県や自治体が出している条

例などにも触れるようにする。

　 ・ 「部落差別の解消の推進に関する法律」 啓

発ポスター （福岡県） ★１

○　個人で考えさせた後、 ペアやグループ、 全

体で考えを交流させる。

※　私たち一人一人が理解を深め、 差別をなく

していくことの大切さに気付かせるために、

法律の第二条に示された 「部落差別を解消

する必要性に対する国民一人一人の理解を

深める」 という視点をもたせる。 また、 この

視点は、 部落差別だけでなく、 どの課題につ

いても同様であることを伝える。

☆　差別のおかしさに気付くことができるよう、

正しく知ることや学ぶことの大切さを伝え、

差別のない社会の実現のために授業者自身

もその一員であることを補足する。

５　本時学習を振り返る。 ○　これからの日本に必要なことをまとめ、 自

分が大切に思うことを考えさせる。

８

まとめ　基本的人権が守られていない課題について、 私たち一人一人が理解を深め、

差別をなくす努力をしていくことが必要である。
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中学校学習展開例

校種/教科等 中学校　社会科 対象学年 第３学年

単元名 憲法が保障する基本的人権 

人権教育を通じて育てたい資質 ・ 能力の分類

価値的 ・ 態度的側面　③権利と責任、 公平 ・ 公正

深める

　小学校における学習で初めて知
った部落差別解消推進法につい
て、 条文をもとにして、 基本理念
や制定の背景を理解する。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　現代の社会において、 平等権が保障されていない問題として部落差別が存在することや差別を解

消するための取組について理解し、差別のない社会をつくるために必要なことを考えることができる。

【思考力 ・ 判断力 ・ 表現力等】

２　展開例

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　前時までの学習を振り返る。

　 ・ 個人の尊重、 幸福追求権

　 ・ 法の下の平等

２　人権が保障されていない事象を出し合い、

本時学習のめあてをつかむ。

○　基本的人権について、 個人の尊重や幸福追

求権、 法の下の平等の考え方が根源にあるこ

とを想起させる。

○　法の下の平等 （憲法第 14 条） をもとに平

等権について説明し、 教科書の記載内容を参

考に、 それが保障されていない事象を出し合

わせ、 差別をなくすためにはどうしたらよい

か、 問いを持たせる。

※　【予想される個別の人権課題の例】 につい

ては、 次時 （外国人の人権等） で調べる活

動もあることにふれ、 ここでは１つ１つの説明

は省く。

10

３　部落差別に関する問題と、 これまでの差別

をなくすための取組について知る。

(1)  平成 29 （2017） 年 「内閣府世論調査」

を見て、 結婚や就職について人権侵害をこう

むっている人たちがいるという事実や、 イン

ターネットの書き込みの実態から、 現存する

部落差別に関する問題について知る。 　　

・ 結婚問題で周囲の反対を受けることへの回

答が多い

・ 差別的な言動や身元調査の問題がある

・ 就職・職場で不利な扱いを受ける問題がある

・ インターネットを利用して差別的な情報が掲

載される問題がある

(2) 「同和対策審議会答申」 「人権教育啓発推

進法」 について知る。

・ 昭和40（1965）年に出された答申に、 部

落差別の早急な解決が国の責務であり、 国

民の課題であることが明らかに記された

・ 答申に基づいて、 差別を解消するための法

律が制定され、 生活環境の改善を図る事業

〇　他の人権課題にも共通するものもあること

にふれるとともに、 「差別のない社会をつく

るための取組について、 まず、 部落差別から

考えてみよう」 と生徒に伝える。

★１　「内閣府世論調査」 の 「部落差別等の同和

問題に関する人権問題」 のグラフを提示し、

どのような問題があるか気付かせ、 部落差別

に関する問題であることを知らせる。 （P.48）

○　「同和対策審議会答申」 「人権教育啓発推進

法」 について、教科書の記述に沿って説明し、

部落差別をなくすための様々な法令や取組に

ついて理解できるようにする。

※　大正 11 （1922） 年の全国水平社の創設

以来、 被差別部落の人々を中心に差別をなく

す運動が進められてきたことを既習内容から

15

【予想される個別の人権課題の例】

・ 部落差別　 ・ 外国人の人権

・ アイヌの人々　 ・ 障がいのある人

・ ハンセン病患者、 元患者　 ・ 女性

・ 性的マイノリティ　等

 めあて　差別のない社会をつくるために、 どのようなことが必要か考えよう。
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が行われた

・ 人権教育や啓発活動などの取組が、 国や地

方自治体で引き続き行われている

・ 差別をなくす運動が粘り強く進められたこ

とは、 これまでの取組へつながった

振り返らせるとともに、 これまで国はどのよ

うな取組を行ってきたか、 問いをもたせる。 　

※　教科書の巻末に掲載されている資料などを

用いて、 答申の 「部落差別の早急な解決は

国の責務であり国民的課題である」 という一

文に着目させる。

４　「部落差別の解消の推進に関する法律」 につ

いて知り、 差別をなくすために必要なことに

ついて考える。

(1) 「部落差別の解消の推進に関する法律」 の

内容を知り、 法律ができた社会的な背景や意

義について考える。

・ 現在も部落差別が存在し、 情報化の進展に

伴って部落差別に関する状況の変化が生じ

ている

・ 日本国憲法の理念にのっとり、 部落差別は

許されないものであることや、 差別の解消

に関して国や地方公共団体の責務が示され

た

・ 部落差別のない社会を実現するために法律

が制定された

・ 法律の制定には、 多くの人たちの差別をな

くしたいという願いが込められている

(2) 部落差別を解消するために、 どのようなこ

とが必要か考える。

・ 一人一人が差別をなくす大切さを理解して、

差別のない社会づくりをめざして生活する

・ 偏見をもたないようにする

・ 誤った情報を鵜呑みにしたり、広げたりしな

い

・ 自分自身が差別の問題について正しく知り、

差別に気付くようにする

・ 周りの人に差別のおかしさを伝える

○　教科書の巻末資料や条文を準備し、 第一条

（目的） に着目させる。

★２　「部落差別の解消の推進に関する法律」

（条文）

※　条文の「現在も部落差別が存在する」 「情報

化の進展に伴って部落差別に関する状況の変

化が生じている」 に着目させたり、 解説した

りして、 法律が制定された背景を考えさせる。

※　「部落差別」 の名称を冠した初めての法律で

あることを伝え、 日本国憲法が根拠となって

いること、 「部落差別のない社会を実現する」

ことが法律の趣旨であることに着目させる。

○　教科書の記述や条文をもとに、 個人で考え

させた後、 ペアやグループ、 全体で考えを交

流させる。

※　考える視点をもたせるために、 条文の第二

条（基本理念）の「かけがえのない個人として

尊重されるものであるとの理念にのっとり」

や 「国民一人一人の理解を深める」、 第五条

の 「教育及び啓発を行う」 にも着目させる。

☆　部落差別のおかしさをきちんと判断するこ

とができるよう、 正しく学び続けることの大

切さを伝え、 部落差別のない社会の実現の

ために授業者自身もその一員であることを補

足する。

20

５　本時学習を振り返り、 まとめを行う。 ○　今日の学習で分かったことは何か振り返ら

せ、 生徒の言葉を用いてまとめる。

※ 教師自身の部落差別に関する出会いや体験

を踏まえた差別のない社会をつくる考えを伝

えるなど、 差別の解消に向けて取り組むべき

は私たち一人一人であるという意識を高め、

どの人権課題も同様であることにふれ、 次時

は他の人権課題について、 学習していくこと

を伝える。

5

 まとめ　基本的人権が保障されていない問題の一つに部落差別があり、 解消に向けて法律

が制定されるなど様々な取組が行われている。部落差別解消推進法にあるように、差

別のない社会をつくるためには、 国民一人一人の理解を深めることが大切である。
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高等学校学習展開例
発信する・行動する

　部落差別解消推進法の基本理念を踏まえ、
差別のない社会を実現するために、 自分に何
ができるかや、 一人一人どのような行動が求め
られるのかについて自分の考えを発信する。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　「水平社宣言」 や 「部落差別解消推進法」 の目的や基本理念を学ぶことを通して、 差別をなくす意

義や価値について考え、 人間の尊厳や価値を認識し、 自他の価値を尊重する態度を育てる。

２　展開例

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　めあてを把握する。

・ ありのままでいられない社会があること

〇　高校生用学習資料の表紙を読み、 「ありの

ままの私って何だろう？」 と問い、 めあてに

つなげる。

※　「ありのままの私でいられない社会」 と 『あ

おぞら２』の「一番分かってほしいこと」の「差

別があるから語れない」 ということをつない

で考えさせると効果的である。

5

２　差別をなくすための取組について考える。

（1） 「水平社宣言」 について確認する。

・ 日本最初の人権宣言と言われていること

・ 「水平社宣言」 に込められた思い

・ 全国水平社の創立の背景

○　高校生用学習資料の 「差別をなくすため

には」 を読んで、 大正 11 （1922） 年の

全国水平社創立大会で採択された 「水平社

宣言」 が日本で最初の人権宣言といわれて

いることを説明する。

★１　「水平社宣言」 の原文を活用する際に留

意すること （P.49） を参考にする。 以下は、

現代語訳を活用した場合

※　「水平社宣言」 は、 「被差別部落に同情し

たり、 差別の原因を被差別部落側に求め

たりする従来の活動では差別はなくならな

い。」 ことを提起し、 「被差別の私たち自身

が立ち上がって、 人間の尊厳と平等を社会

全体に訴えよう。」 と呼びかけていることを

伝える。

○　明治政府が 「解放令」 で身分制度を廃止

したが、 部落差別は根強く残っていた事を

おさえて、 差別に立ち向かおうとした青年

たちが中心となって。 「全国水平社」 を創立

したことを伝える。

25

 めあて　「ありのままの私」 でいられる社会をつくるために、 差別をなくすための取

組や法 ・ 条例の意義や価値について考え、 学校生活の中で自らが大切にした

いことを考えよう。

校種/教科等 高等学校　特別活動

対象学年 ―

人権教育を通じて育てたい資質・能力の分類

価値的・態度的側面

①人間の尊厳・価値の尊重、自己尊重の感情
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（2） 「水平社宣言」 を読んで、 キーワードと思

う箇所に下線を引く。 その後、 グループで意

見交流する。

【キーワードの例】

・ 「人間を尊敬する事によって」

・ 「人の世に熱あれ、 人間に光あれ」

・ 「人間を勦
いたわ

る事が何であるか」 ( 原文 )

・ 「吾々がエタである事を誇り得る」 ( 原文 )

（3） 「水平社宣言」 に込められた思いについて

振り返りながら、 現在の部落差別について考

える。

３ 「部落差別の解消の推進に関する法律」 の意

義や意味について確認する。

・ 現在も部落差別が存在すること

・ 情報化の進展等によって、 新たな人権問題

が生じていることが法律制定の背景にある

こと

・ 日本国憲法の理念にのっとり、 部落差別は

許されないものであることが法律に示され

たこと

４　部落差別のない社会を実現するためには、

一人一人に何ができるのか考える。

○　教師が宣言 ( ※現代語訳 ) を音読し、 気

になった言葉や心を動かされた箇所 ( キー

ワード ) に下線を引かせ、 その理由を班で

意見交流を行い、 まとめさせる。 また、 大

事だと思った理由を説明させる。

例

・ 一人一人の人間はかけがえのない存在だか

ら

・	あらゆる差別のない社会の実現に向けた熱

い思いと望みを胸にみんな一緒に取組もう

・ 同情や哀れみで差別はなくならないことを

分かっている

・ 差別される痛みを知っている私たちだから

こそ、 人を尊敬する大切さがよく分かって

いる事を誇りに思う

〇　自らを傷つけ、 苦しめてきた言葉を敢えて

使用した宣言は、 被差別の立場を生きる人々

を勇気づける宣言として、 様々な人権課題にお

いて苦しむ人々にとっても大切なものになった

ことをおさえる。

★２　部落差別解消推進法第六条に基づいた部

落差別の実態に係る調査結果 ( 令和 2 年 6

月 ) 

・ 「部落差別の解消の推進に関する法律」（条

文）

・ 「部落差別の解消の推進に関する法律」 啓

発ポスター （福岡県）

※　条文の 「現在も部落差別が存在する」 「情

報化の進展に伴って部落差別に関する状況の

変化が生じている」 に着目させたり、 解説し

たりして、 法律が制定された背景をおさえる。

※　「部落差別」 の名称を冠した初めての法律

であること、 また、 「部落差別のない社会を

実現する」 ことが法律の趣旨であることを伝

える。

※　他の教科と関連させながら、 インターネット

上の差別情報等に対しては、 許せないという

態度を育てていく。

☆　教師自身の部落差別に関する出会いや体験

を踏まえ、 授業者の思い等を語ると効果的で

ある。 （P.49）

15

5　本時の学習を振り返る。 ○　本時を振り返り、 全ての人が 「ありのまま

の私」 でいられる社会をつくるために、 自身

が生活を送るうえで大切にしたいことを書か

せる。 さらに、 全体交流で共有してもよい。

5
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★ 1　今もある人権課題を確認する際に、以下に示すポスターを提示することも考えられます。
・　障害者差別解消法の内閣府による広報ポスター（国民の責務）
  　  https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/pdf/sabekai/poster.pdf
・　部落差別解消推進法の福岡県の広報ポスター（目的、基本理念）
   　 https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/683839_61729845_misc.pdf

　また、これまでに学習してきた、人権教育教材（同和教育副読本「かがやき」低、中、高学年、人
権教育学習教材集「あおぞら」「あおぞら２」の同和問題）、同和問題をあつかった地域教材や広報
誌等を提示することで、本時との関連性を深めることができます。

★２　参照　P.39「小学校において『部落差別』という表現について説明を行うに当たって」

　
　学習展開例はあくまで一つの例であり、実施する学校の児童生徒の実態や課題、地域の状況等を踏
まえて展開を工夫することが必要です。例えば、小学校段階ですでに賤称語を使って学んでいる学校
や地域もあれば、そうではない学校や地域もあります。さらに、児童生徒が地域において差別をなく
すことを学んでいたり、フィールドワーク等との関連を図りながら、地域の歴史や産業などを取り上
げた「地域の教材化」が行われていたりするなど、学校や地域の実態は様々です。 
　今回、基本的人権が守られていない課題について考えさせる場面において、「就職や結婚などの際に
差別を受けること」等を取り上げる事例についても、教科書の記述をもとにして想定する展開にして
いますが、学校や地域の実態をふまえ、地域の人からの聞き取り学習の内容から事例を提示すること
も効果的だと考えられます。

　「福岡県人権教育推進プラン」には、先に述べた地域の教材化以外にも、以下のようなことを効果的
な教材の例として挙げています。

　また、各地で『かがやき』『あおぞら』『あおぞら２』等の教材を教育課程（教育指導計画書や地域
で作成された人権カリキュラム）に位置付けた学習や、「総合的な学習の時間」の取組において、保護
者や地域の人、個別の人権課題にかかわる当事者などから直接話を聞く学習などが実施されています。
これらの学びと「部落差別解消推進法」の学びを関連させることも重要です。
　前述の「福岡県人権教育推進プラン」に示された効果的な教材を用いた授業が、様々な教科等で実
践されていることもふまえて、同和問題をはじめとする人権に関する学習や他の教科等での学びとの
関連を考えるとよいでしょう。

●　外部講師の講話やふれあいの教材化
　福祉作業所や高齢者施設などにおいて人権課題と直接関わって働く人、また、高齢者や障害のある人などの講話や
談話は、児童生徒に自分の生き方を振り返らせ、人権課題と真摯に向かい合わせる契機となる。また、地域の人や人権
課題に直接関わる人から直接出されるメッセージは、生活課題と結びついて、児童生徒に深く考え自らを見つめ直させ
る教材として効果的である。

●　保護者や地域関係者と共に作る教材
　児童生徒と関わる大勢の人達との協働による教材の開発は、学校における人権教育への理解を深めるとともに、共
に児童生徒を育てるという人権教育の基盤づくりにもつながるものであり、意図的に設定していきたい。学校だけが主
導権を握るのでなく、地域の人権擁護委員など、公の組織や団体の支援を積極的に取り入れていくことが、成功につな
がる。
　
●　小説、詩、歌などの作品の教材化　●　同世代の児童生徒の作品の教材化　●　歴史的事象の教材化

より効果的に学習を進めるために

小学校の学習展開例に関連して

児童生徒や学校・地域の実態をふまえた指導について

効果的な教材の活用と他の教科等での学びとの関連を図って
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　「部落差別解消推進法」について学ぶに当たって、また、差別についてや差別をなくすことについて
学習するに当たっても、児童生徒が「自分とは関係ないこと」「昔のこと」「遠いところのできごと」な
どの受けとめをしてしまっては、児童生徒にとって深い学びにはなりにくくなります。福岡県の「部
落差別解消推進法」の啓発ポスターや地元自治体の条例のポスター等を活用するなど、提示する教材
や資料の工夫によって、また、児童生徒が互いに自分の考えや体験を交流させるなどの学習活動の工
夫によって、「自分と関係あること」として児童生徒が自らの生活と結び付けることができるリアリ
ティのある学びを創ることが大切になります。
　参考に、部落問題解決に向けた学校教育の果たすべき役割に関して、阿久澤麻理子先生（大阪公立
大学）たちの調査グループが、若者の人権意識調査から提起したことを紹介します。P.18 まとめ動画
における谷口研二先生の講義資料からの抜粋です。

　中学校（公民的分野）においては、教科書の部落差別に関する記述を踏まえて指導しましょう。特
に歴史的分野において、部落差別は歴史的にどのようにつくられ、どのように変遷してきたのか、ま
た、差別をなくすために歴史的にどのような努力がなされてきたのかなどについて理解を深めておく
ことが大切です。特に今日も部落差別が存在することについて留意しましょう。　

〇　関連する教材について
　同対審答申、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」、部落差別解消推進法ができた背景を
確認した後に、以下に示す教科書に示されたポスターを提示してもよい。
・教科書（公民的分野　日本文教出版）同和問題を啓発する香川県・香川県人権啓発推進会議のポスター
・教科書（公民的分野　東京書籍）同和問題を啓発する徳島県のポスター

★１　人権擁護に関する世論調査（令和 4 年 8 月調査）
　　　　２個別の人権問題に関する意識について
　　　　（６）部落差別・同和問題を知ったきっかけ　
　　　https://survey.gov-online.go.jp/r04/r04-jinken/gairyaku.pdf
★２　「部落差別の解消の推進に関する法律」（条文）
　　　https://www.moj.go.jp/content/001211040.pdf

参考「リアリティのある学びと当事者性について」　研修動画（まとめ編）より

　調査結果によると、「同和地区や同和問題について、初めて知ったのは、どのようなことからですか」と認
知経路を尋ねると、「学校で教わった」という人が全体の 33.3％で、３人に１人が学校で初めて部落問題を
知ったということになっています。50 歳代よりも若い年代層になるとその割合は約半数にものぼり、小学校
あるいは中学校で学んだという割合が高くなっています。
　「部落問題は学校で教えられたり聞いたりしたことがあるけれど、どこにあるかわからない、誰がそうであ
るかもわからないし、知りもしない…。だから、それほど気になる問題でもないし、差別があるとも思わない」
　これは、回答用紙に記載されていた一人の若者のことばです。これに象徴されるように、「部落問題の学習
経験はある。部落問題は、学んでいるので知ってはいるけど、当事者に出会ったことがない。顔の見えるつな
がりはない」という若者が圧倒的に増えていることが明らかにされています。
　阿久澤先生は、部落問題を知識として知っていても、人や場を通じた被差別部落との出会いがなく、リアリ
ティがないまま「差別がない」と思っているのではないかと指摘し、以下のように提言しています。
　子どもたちの人権認識を確かなものにするためには、「それは大切な誰かのこと」「今の自分にもかかわるこ
と」と感じられるような、リアリティのある学びを創造することが重要です。
　人権について知るだけでなく、「当事者に学ぶ」「現地に学ぶ」「事象に学ぶ」「体験的に学ぶ」ことによって、
人権に関わる学びを自分の生活と結びついたものにすることが必要です。そのためには、まず教師自身が「ひ
と・もの・こと」に出会い、リアリティのある学びをすることで自分自身と向き合うとともに、「だれに何を
学ばせたいのか」「だれの何と出会わせたいのか」というねらいをもって取組を創っていくことが大切です。

児童生徒の生活と関係あることとして学べるようリアリティを持たせて

中学校の学習展開例に関連して
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　 高校（公民科）などにおいては、教科書の部落差別に関する記述を踏まえて指導しましょう。また、授業
前に小学校・中学校における生徒の既習知識を把握するため、次の事前アンケートを行ってもよいでしょう。

（小・中学校と連携して学習の定着を測ることも考えられます。）
　水平社宣言に現れた考え方は、他の人権課題にも共通するものがあります。高校の現場では、同和問題に
授業時数をそれほど多く割り当てられない学校もあるのではないでしょうか。そうであっても最低限、この授
業を通して「水平社宣言」に現れた人間尊重の考え方を教師も認識した上で、生徒に伝えること
が大切です。
　なお、この宣言の中には、「特殊部落」「エタ」という言葉がありますが、それは被差別の立
場にある人々が、水平社運動を進めるにあたり、あえて使っていることと、その背景に深い思い
や考えがあってのことだと理解する必要があります。

★１　「水平社宣言」における「人間を勦（いたわる）かの如き運動」の記述について

　※「水平社宣言」の現代語訳を活用する際も、著作権に留意してください。

★２　部落差別解消推進法第 6 条に基づいた部落差別の実態に係る調査結果 ( 令和 2 年 6 月 )
http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00127.html

検証授業でのエピソード
　高等学校の検証授業において、授業者の若い先生は、学習展開例の終末段階の「教師の支援及び指導上の

留意点」にある「教師自身の部落差別に関する出会いや体験を踏まえ、授業者の思い等を語ると効果的である」

の部分について悩んでいました。生徒に自信を持って語れるほどの部落差別に関する出会いがなく、果たしてこ

のまま自分の体験を語っていいのだろうかと不安も感じたそうです。

　実際の検証授業で、授業者の先生は、まとめの段階で生徒に振り返りをさせる前に、こう語りました。

　「自分は、今回授業をしていく中で、初めて分かったことが多くありました。前から知っていたことであっても、そ

んな意味があったのかと今まで気付かなかったことを理解することができました。今、みんなに伝えたいことは、

今後も自分も学んでいこうと思っているので、みんなも一緒に学習していきましょう、ということです。」

　このエピソードからは、生徒と共に学んでいこうとする授業者の姿勢が分かります。また、

授業を行うに当たり、それまで知っていると思っていた同和問題を、より自分に引き寄せて

理解できた姿も伝わってきます。

　教師の部落差別をなくしていきたいという意思と、そのために共に学んでいこうという姿

勢を伝えてほしいと考えています。大人も学び続けているということを実感させることで、「差

別はいけません」という観念的なことではなく、「差別をなくしていきたい」という教師が伝

えたいことを生徒自らが感じ取ってくれるのではないでしょうか。

高等学校の学習展開例に関連して

　以前、部落差別や貧困の原因は、被差別部落の側、すなわち差別される側に問題があり、差別
される側が変わらなければ問題は解決しないと考えられました。また、部落差別の原因を社会一般
の側にも求め、社会と融和の実現を図ろうとする融和問題も起こり、「憐れみ」を第一義とする同情
論が中心でした。このような「多くの人 と々によって、吾等の為の運動」は、「人間を勦（いたわる）
かの如き運動」であり、「かえって多くの兄弟を堕落させた」と、それまでの部落改善事業や融和運
動の在り方を批判し、「吾等の中より人間を尊敬することによって自ら解放せんとする者の集団運動を
起こせるは、寧ろ必然である」と、長い間差別されてきた全国の被差別部落の人々の団結による解
放を力強く呼びかけています。
　出典　「みんなですすめる人権・同和教育　用語解説編１１　水平社宣言」
　　　　（香川県教育委員会　令和３年）
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同和問題に関しての教科書記述が、昔とはずいぶん変わってきてい
ると聞いたけど、あまり社会科の教科書を見る機会がなかったので、
具体的にはどのように変わっているんでしょうか。

確かに自分たちが学生時代に習ってきたものとはずいぶん変わって来てい
るので、学び直しは必要だと思います。以下に、「人権・同和問題の解決
に向けて」（福岡県　令和２年３月）の一部を紹介します。　

これまで自分が学生時代に習った知識だけに頼るのではなく、児童生徒の指導
にあたる上では、常に情報を更新し、学び続けていくことが大切だと思います。

さらに、次の「関連する学習教材や資料等」では、県教育委員会
作成の教材や国、県内市町村教育委員会で作成されたものを紹介
しています。今後の授業づくりに役立てていただきたいと考えていま
す。

教科書記述の見直し
　中近世の歴史研究や同和教育の進展に伴い、これまでの歴史の見方・考え方が変化しつつあるなか
で、教科書記述の改訂が現在も進められています。
　例えば、「穢多」身分・「非人」身分について、「農民や町人よりも低い身分とされた人々」という表
現が、「百姓や町人とは別に身分上きびしく差別された人々」という記述に見直されていますが、これ
は、「低い身分」とすることによって、被差別民衆に対するマイナス・イメージが固定化され、正しい
歴史学習が困難になる傾向がある、などの認識に立っているからです。
　このように、従来、身分制社会を説明するために使われてきた「士・農・工・商・穢多・非人」等の
ピラミッド構造を連想させる表現を使わないようにするとともに、被差別民衆の生産と労働、生活と文
化への言及がなされるなど、史実に基づいて、その姿を総合的かつ豊かにとらえる記述がなされていま
す。
　令和２（2020）年使用版のある小学校社会科教科書には、「百姓や町人とは区別され、差別された
人々もいました。これらの人々は、幕府によって、住む場所や服装、他の身分の人々との交際などを制
限されました。しかし、厳しい差別を受けながらも、荒れ地を耕して年貢を納めたり、優れた技術を
使って、人々の生活に必要な用具をつくったりして、社会を支えました。また、古くからの芸能をさか
んにし、後の文化にも大きな影響をあたえました。」と記述がなされています。

（福岡県教育委員会）
○　同和教育副読本「かがやき」
○　人権教育学習教材集「あおぞら」
○　人権教育学習教材集「あおぞら２」
　　　小学校中学年用　「革であそぼう」、「ばあちゃんたちの勉強会」
　　　小学校高学年用　「牛の食べ方」、「田中松月と全国水平社」
　　　中学校用　「ヒデさんの結婚」、「ばあちゃんのリヤカー」
　　　高等学校用　「一番わかってほしいこと」、「STEP ～未来へ～」
○　高校生用学習資料「『ありのままの私』でいられる社会をつくりたい」

（国・県内市町村）
〇　Youtube 法務省チャンネル　啓発動画「『誰か』のこと　じゃない。」部落差別（同和問題）編、
　　　　　　　　　　　　　　 スポット映像「出身地等の差別」篇
〇　法務省　啓発動画　人権アーカイブ・シリーズ　「同和問題～過去からの証言、未来への提言～」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「同和問題　未来に向けて」
〇　古賀市人権・部落問題学習事例集（古賀市人権・部落問題学習カリキュラム作成委員会　平成１８年３月）
〇　社会科学習カリキュラム改訂版Ⅱ【歴史的分野・公民的分野】（筑紫野市教育委員会　平成２６年２月）
〇　小郡市・小郡市教育委員会啓発冊子「差別をなくすために」第４６集「つながる」

関連する学習教材や資料等
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　民族、文化や価値観などの異なる人々が、同じ地域で生活することは、互いを知り、互いを学ぶことによっ
て、新しい文化や豊かで活力ある社会を生み出す源泉となります。ところが、現実には、外国人であることを
理由に、アパートへの入居を拒否されたり、外国人を排斥する趣旨の言動が公然とされるという事案が発生し
ています。特に、特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動が、いわゆる「ヘイトスピーチ」であるとして
社会的に関心を集めたことから、平成 28（2016）年に「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に
向けた取組の推進に関する法律」（本手引書においては、「ヘイトスピーチ解消法」と表記します）が施行され
ましたが、今もなお、個人や企業等により差別的言動がなされる事案が報道されています。共生社会の実現
のためには、文化等の多様性を認め、外国人の生活習慣等を理解・尊重し、偏見や差別をなくしていく必要が
あります。

 

日本には、多くの外国人がいるのは知っていますが、具体
的にどのくらいの外国人が在留しているのですか？

　福岡県の国際化の現状（2022 版データブック）によると、福岡県の在留外国人数（外
国人登録数）は、76,234 人（2021年）となっています。国籍地域別でみると、最も
多い中国に次いで、ベトナム、韓国・朝鮮、ネパールの順になっています。また、在留
資格別在留外国人数の内訳は、最も多いのが永住者19.7％、次いで留学17.2％、特別
永住者14.4％、技能実習13.5％の順となっています。

永住者と特別永住者の違いや技能実習について調べていくうちに、「オールドカマー」
「ニューカマー」という言葉を見たのですが、それはどのような意味なのですか？

　街頭で行われるヘイトスピーチ以外にも、上の吹き出しのような言葉も気になります。励ましている

ようでもあり、単に疑問に思ったことを尋ねているように見えますが、みなさんはどう思いますか？

　これらの言葉には、個人を褒めている中に、○○人全体に対する偏見が見受けられますし、自分の

本名を名のれない理由が、本人たちの個人的理由であるかのように思っているようにも感じられます。

　このことは、マイクロアグレッション（P.52）、アンコンシャス・バイアス（P.75）でも触れています

ので、参照してください。

　こうしたことを踏まえて、私たち教職員も、意識を高めておくとともに、生徒の意識が「私は外国人

にヘイトスピーチなんてしていないから…」に留まらないように指導していかないといけませんね。

　日本に暮らす外国人は、「オールドカマー」「ニューカマー」と呼称されることがあります。
いわゆるオールドカマーとは、主に「在日韓国・朝鮮人」のことを指し、一般的には在留
外国人統計には表れてこない外国人とされています。この人たちに「生まれはどこですか」
と聞けば、日本の都市名が返って来ます。親も本人も生まれは日本で日本から離れたこと
はないが、主に近現代からの歴史的な背景があり、国籍が日本以外のところにある人々 が
いるということです。

　ニューカマーと言われる人々 は、これまでの歴史的な背景を持った外国籍の人たち（オールド
カマー）とは異なり、日本で働くためにやって来た人たちのことです。多くは、日本の労働力不
足を補うためにやって来た人たちで、1990 年代は、主にブラジルやペルーなどの中南米からの
日系人たちでした。その後、様 な々制度ができて多くの外国人労働者がやってきました。今日で
は、小売店や工場、介護施設などで働く外国の人々 をよく見かけるようになりました。
　ニューカマーと言われる人たちは、「専門的・技術分野の在留資格」や「特定活動」、「技能実
習」、「資格外活動」、「身分に基づく在留資格」といった制度の下に日本で暮らしています。
　ヘイトスピーチ解消法の付帯決議（後述）にあるように、当然、ニューカマーの人たちへの差
別的言動もヘイトスピーチ解消法の適用内ということになります。

（在日韓国・朝鮮人に対して）
なぜ、自分の本名を隠すの？
どうして、名前が２つあるの？

あなた、○○人だけど、
この日本でよくがんばってるよ！

（２）外国人の人権問題について
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マイクロアグレッション（microaggression）について

　調査結果では、制度の壁、言葉の壁、心の壁に関する各回答が３０％以上あり
ます。なお、「わからない」「回答なし」を合わせると、３０％弱あることも特徴的
だと分析しています。

　この「わからない」「回答なし」が３０％弱あるという調査結果と関連すると思われるやりとり

が、学習展開例作成のための検証授業の中でありました。

　外国人をめぐる人権問題について、「令和３年度福岡県人権問題に関する県民意識調査」では、具体的に
「就職や職場で不利な扱いを受ける」「特定の民族や国籍の人に対する差別的言動（ヘイトスピーチ）」「アパー
トなどの住居への入居が困難なこと」「結婚問題で周囲から反対を受けること」「店舗等への入店や施設利用
を拒否されること」「地域社会で受入れられにくいこと」等の項目をあげて調査を行っています。

　右は、福岡県人権啓発情報センターが開催した第５５回特別展のポス
ターです。砂時計をモチーフにしながら、「チクチク、モヤモヤ。気付け
ば、溜まっている。」という言葉を添えて、マイクロアグレッションが蓄積
されていくことを伝えています。表現する側に自覚がないため、日常的な
言動の中で、特定の人々に対する差別や偏見、無理解などを含めて行わ
れます。また、その心の傷が、過小評価される傾向にあり、対象となる
人を何度も繰り返し傷付けます。さらに、こうしたことがきっかけとなっ
て、より暴力的差別行為や社会的排除などにつながる可能性もあります。
　他者への理解やプラスの評価としての発言に、差別・偏見に基づく思
考やアイデンティティへの無理解・決めつけが込められている場合があり
ます。
　外国人の人権について考えるとき、日本では日本人が多数で当たり前
という感覚があり、外国にルーツがある少数の人々の、差別によって自分
の本名を名のれないといった不安や心の痛みに鈍くなってはいないで
しょうか。

Ｑ　日本に居住する外国人や外国にルーツのある人の人権に関することがらで、 人権がとくに尊重さ

れていないと思うことはどのようなことですか？　（複数回答可）

　①「就職や職場で不利な扱いを受けること」44.1％

　②「特定の民族や国籍の人に対する差別的言動（ヘイトスピーチ）」39.2％

　③「アパートなどの住居への入居が困難なこと」35.7％

④「病院や施設等に十分な外国語表記がなかったり、医療通訳が不十分なため、サービスが

受けにくいこと　33.7％

　 ・ ・ ・ ⑦ 「わからない」 24.7％ 令和３年度福岡県人権問題に関する県民意識調査

検証授業でのエピソード
　高等学校での検証授業において、授業者の先生が「日本で暮らす外国人にとって、人権が尊重されていない

ことには、どんな場面があると思いますか？」と問いかけたところ、多くの生徒が「思い浮かばない」「思い当たら

ない」というような表情をしました。

　それに気付いた先生は、「君たちも海外に行けば、外国人になるんだからね」と語りかけました。それを聞いた

生徒たちは、「確かにそうだ」と反応し、おそらく自分が海外で暮らすことをイメージしながら、最初の問いに対す

る自分なりの回答をワークシートに記入しはじめました。

　一見、何気ないやりとりのように感じられますが、日本では「日本人」ということを普段あまり意識していないこ

との現れでもあり、同時に日本で暮らす外国人に思いを巡らせる機会が少なかったことの現れでもあります。こ

の先生の問いかけは、生徒の気付きを促す上でとても効果的だったと思われます。

外国人をめぐって発生している様々な人権問題
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歴史の窓　関東大震災

　1923 年 9 月 1 日、関東地方を大地震が襲い、東京・横浜をはじめ、関東一円は地震と火災による大きな被害を受けま
した。（中略）混乱のなかで、「朝鮮人が暴動を起こす」などの流言が広がり、住民の組織した自警団や警察・軍隊によっ
て、多くの朝鮮人や中国人が殺害される事件が起こりました。（後略）

　ヘイトスピーチに明確な定義はありませんが、デモやインターネット上で、特定の国の出身の人々 を、その出身であ
ることのみを理由に一方的に日本社会から追い出そうとしたり、特定の国の出身の人々 に一方的に危害を加えようとし
たり、著しく侮辱したりする内容の言動が見られ、このような言動が一般にヘイトスピーチと言われています。
　法務省「ヘイトスピーチ、許さない。」には、具体的に下記のように示されています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　法務省の調査によると、ヘイトスピーチ解消法の施行前である平成 24（2012）年４月から平成 27（2015）年９
月までに全国の繁華街などで行われたデモや街宣活動の発生件数は１１５２件。インターネット上でのヘイトスピーチ
動画は、6.3 分に１回の割合で流れています。このような深刻な差別行為の現状を踏まえて、ヘイトスピーチ解消法
が施行されました。
　この法律では、「ヘイトスピーチの解消が我が国の大きな課題」であり、

「ヘイトスピーチのない社会の実現」を目指すことが宣言されています。さ
らに、同法が審議された国会の付帯決議では、『「本邦外出身者に対する
不当な差別的言動」以外のものであれば、いかなる差別的言動も許され
るとの理解は誤りである』とされています。
　自分と異なる属性を有する人たちを排斥しようとする差別意識は、「個人
の尊厳」を掲げる日本憲法の理念とも相反するものであり、このような意
識が横行すれば、いずれは、私たちの社会の分断を生むものになります

（右の憎悪のピラミッド参照）。実際に、ヘイトスピーチは、その対象となっ
た人たちを大きく傷つけ、精神的にショックを与えるだけでなく、怖くて民
族服の制服で通学できない、学校や職場で自分の出身を隠さなければな
らないといった人権侵害も引き起こしています。
　もう一つ心配されることは、ヘイトスピーチが主張するような考えが社
会全体に広がることです。中学校歴史的分野の教科書「教育出版中学社
会歴史　未来をひらく（令和 2 年）」には、以下の記載があります。

　「ヘイトスピーチは、人々に不安感や嫌悪感を与えるだけでなく、人としての尊厳を傷つけ、差別意識を生じさせる
ことになりかねません。例えば、
(1) 特定の民族や国籍の人々を、合理的な理由なく、一律に排除・排斥することをあおり立てるもの
　　（「○○人は出て行け」、「祖国へ帰れ」など）
(2) 特定の民族や国籍に属する人々に対して危害を加えるとするもの
　　（「○○人は殺せ」、「○○人は海に投げ込め」など）
(3) 特定の国や地域の出身である人を、著しく見下すような内容のもの

　（特定の国の出身者を、差別的な意味合いで昆虫や動物に例えるものなど）
などは、それを見聞きした方々に、悲しみや恐怖、絶望感などを抱かせるものであり、決してあってはならないも
のです。一人一人の人権が尊重され、豊かで安心できる成熟した社会の実現を目指す上で、こうした言動は許され
るものではありません。民族や国籍等の違いを認め、互いの人権を尊重し合う社会を共に築きましょう。　

社会心理学者の G.W. オールポート（アメ
リカ）は、偏見の度合いが増すにつれて、
特定の集団に対する誹謗・中傷や社会か
らの締め出し、さらには暴力行為にまで
つながりかねないことを事例をあげなが
ら説明しています。

憎悪のピラミッド

ヘイトスピーチをめぐる主な経緯
わたしたちの人権と責任～今こそ人権に向き合う～ （福岡県福祉労働部人権 ・ 同和対策局、 （公財） 福岡県人権啓発情報センター　2017 （平成 29） 7 月） をもとに作成

平成 22（2010）年　８月
京都朝鮮第一初級学校（当時）の周辺で大音響で侮辱的な怒号を繰り返し、授
業を妨害したとして保守的団体の幹部らを威力業務妨害容疑などで逮捕

平成 24（2012）年
東京・新大久保などの地域で在日韓国・朝鮮人の排除を掲げる街宣が毎週のよ
うに行われるようになる。

平成 25（2013）年　６月
街宣とそれに反対するグループとの衝突が激化。新大久保の街宣で双方から暴
行容疑で逮捕者

平成 26（2014）年　８月 国連の人権差別撤廃委員会が日本政府にヘイトスピーチ対策を求める勧告

平成 26（2014）年  12 月
最高裁が京都朝鮮第一初級学校（当時）周辺の街宣を人種差別と認め、保守的
団体に損害賠償を命じた判決が確定

平成 27（2015）年  12 月
東京都小平市の朝鮮大学校前で脅迫的な言動を繰り返していたとして、東京法
務局が保守的団体の元代表にこうした行為を行わないよう勧告

平成 28（2016）年　６月 ヘイトスピーチ解消法が公布・施行

ヘイトスピーチ（hate speech）について
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　ヘイトスピーチを議論する際に論点となるのが、表現の自由との兼ね合いです。各人が自由
に意見を表明することは、民主主義社会の最も基本となることから、人権の中でもとりわけ表
現の自由は尊重されるべきものと考えられています。
　他方、どこまでが表現の自由として保障されるべきものなのか、また、規制するとしてもどのよ
うな規制の仕方が適当なのか、意見がわかれるところとなっています。人種差別撤廃条約の第４
条では、人種差別を助長する表現行為を禁止する義務を加盟国に課していますが、日本は表現
の自由との兼ね合いからこの部分については、法令等で禁止することを見送っています。

　「子どもの権利条約」について学び、「参加
する権利」や「意見を表明する権利」に照らし
て、ヘイトスピーチを「それは『思想の自由』

『表現の自由』ではないですか？」との問いを
持つ児童生徒がいることも考えられます。ヘイ
トスピーチと抗議の違いや、その境目がどこに
あるかについて、児童生徒に考えさせることも
重要だと思います。
　また、ヘイトスピーチを行う人たちに対して

「反論すればよい」「自分だったら反論する」と
いう意見を持つ児童生徒も想定されますが、ヘ
イトスピーチに限らず、マイノリティの立場にあ
る人が、マジョリティ側に対して反論すること
が、いかに難しいかを想像させることも重要と
なります。ヘイトスピーチが対等な関係でなさ
れているわけでないということを理解させる必
要があります。

このことについて、検証授業における研究協議でもどのように教えるのかについて話題になったので、一部紹介します。

【参考】

　児童の権利条約では、表現の自由は、「だ
れもが、どのような形態であっても表現の自由
についての権利を持っている」が「他の人の権
利や信用を尊重すること」と「国の安全や社
会の安定を求めるものでなければならない」
としています。表現の自由は大切だけど、人間
の尊厳を認めないようなものであってよいの
でしょうか。
　また、一方で、マイノリティの立場にある個
人や集団からの「抗議する権利」としての表
現の自由を奪ってはならないという視点も重
要だと思います。

　表現の自由は、民主主義社会にとっては大切な権利で、多くの国が憲法で保障しており、国
連の国際人権規約等でも保障されていますが、歴史的には、表現の自由は政治的に規制され
ることがしばしば起こっています。これまでは政治的な干渉からどう表現の自由を保障するか
ということが重要な課題でした。しかし、近年では、ポルノグラフィなどの表現規制と同様に、
ヘイトスピーチについても規制すべきであるとの主張がなされるようになってきています。

日本国憲法

　第 21 条　①集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。

児童の権利に関する条約 （1989 年採択）

　第 13 条

1　児童は、表現の自由についての権利を有する。この権利には、口頭、手書き若しくは印刷、芸術の形

態又は自ら選択する他の方法により、国境とのかかわりなく、あらゆる種類の情報及び考えを求め、受

け及び伝える自由を含む。

2　1 の権利の行使については、一定の制限を課することができる。ただし、その制限は、法律によって

定められ、かつ、次の目的のために必要とされるものに限る。

（a） 他の者の権利又は信用の尊重

（b） 国の安全、公の秩序又は公衆の健康若しくは道徳の保護

※「市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約）」もほぼ同様です。

ヘイトスピーチに関する最高裁判決 （P.57）

差別行為と表現の自由
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　これまでみてきたように、在日韓国・朝鮮の人々 の中には、自分のルーツを言えないで隠して
日常生活を送っている人たちもいます。今回、検証授業を行うにあたり、検証協力校の事前研
修会に講師として来ていただいた、在日朝鮮人３世　徐　麻弥（ソ　マミ）さんは、家で卒業
式用に買っていたチマチョゴリをハンガーにかけて飾っていたときに、「友達が家に遊びに来て見
られたら困るから」と家族からタンスにしまうように言われ、家族のことを考えて仕方なくタンス
にしまったという忘れられない悔しい経験をKARAFULL　№ 6 に寄せられました。徐さんは、
日常で自分のルーツを隠さざるを得ないことを、「日本人の鎧をかぶっている」と表現し、最後に
以下のように述べています。

　福岡県では、ヘイトスピーチ解消法を踏まえ、ヘイトスピーチは許されないという認識を広め、
法務局、市町村等と連携し、その解消を図るための取組を推進しています。そのような中、外
国人の人権に関する学習を進めるに当たり、学校現場ではどのような課題や取組があるのかを
聞き取りました。

このあとのページでは、外国人の人権に関わる学習内容の体系化例と、「ヘイトスピーチ解消
法」を各教科等に位置付けた学習展開例を紹介しています。

　私の周りの人たちが日本人の鎧を脱いで自分らしく生きていける社会がどうやったら作れるのか。「わたしに生まれ
て良かった」と思えるのか。まずは、しっかり知ることや触れ合うことからだと思います。ヘイトスピーチなどの人種
差別以外の他の人権課題も、みなさんの身近にある問題です。普通の鎧を着た当事者は身近にいます。鎧を着て
いて分からないだけで、恋人や友人、親族にもいるかもしれません。身近な問題として、共に向き合い、重たい鎧
を着ることも、着せることもない社会をつくっていきましょう。　

　『KARAFULL　№ 6』「『朝鮮人』として生きる、私の日常」　徐　麻弥

授業実践及び指導上の課題について
・ 地域や学校によって、これまでの実践がなかったり、あまり取り組めていなかったりしていると感じる。

・ 外国語科や道徳科の題材として取り組んでいる学校はあるものの、カリキュラムに明確に示すことができ

ていない。低学年のうちから発達段階に応じて理解できるよう工夫することが必要である。

・ 外国語活動、道徳科、特別活動、総合的な学習の時間等で様々な言葉や文化について知り、文化の違いで

考え方や行動が様々であると、とらえることができるように取り組んでいる学校もあるが、まだまだ改善の

余地がある。

・ 日本文化を外国人に伝えることは大切であるが、他国の文化の否定になってはならないこと、相手の立場を

尊重することにも配慮している。

・ その他の個別の人権課題とつないだ学習を展開することができていない。

保護者との連携・児童生徒への支援について
・ 授業の実施に当たっては、外国にルーツを持つ児童生徒の実態把握や事前事後の教育相談、保

護者との連携が必要であり、そのための職員の共通理解と打合せが重要だと考えている。

・ 当該児童生徒や保護者の思いや願いを聞き取り、それを大切にして取り組んでいきたい。

・ 児童生徒に対する差別的な言動については、教職員だけでなく児童生徒や保護者も毅然たる

態度で臨むことができるよう、学級の集団づくりや教職員・PTAの連携を推進していく必要があ

る。

令和元年度 「個別の人権課題に関する指導方法等調査研究事

業」 における市町村教育委員会や県立学校への聞き取りから

第
２
章
（
外
国
人
の
人
権
）

－ 55 －



ふれる・気付く 深める 発信する・行動する

高　

等　

学　

校

第三学年

第二学年

第一学年

中　

学　

校

第三学年

第二学年

第一学年

小　

学　

校　

高学年

中学年

低学年

【特別活動】 『かがやき』
「中国で考えたこと」

特別活動 『あおぞら』
「Mahalo」

【特別活動】
ヘイトスピーチ解消法を踏まえ、
共生社会の実現にむけた行動に
ついて協議する P.63

【外国語科】
キング牧師

【学校行事】
国際交流
修学旅行　

【公共】 『かがやき』
「みんなどこかで外国人」

【公共】
日本国内における
定住外国人の権利　
★ 2

【外国語科】　
ＡＬＴへのインタビュー

【社会科】
戦時下の国
民の生活

【音楽科】
ブルタバ
フィンランディア　

【社会科】
ヘイトスピーチ解消法の意
義について啓発の取組等
の関連から理解する P.61

【社会科】
ヘイトスピーチに反
対する人たち★ 2

【道徳科】 『かがやき』
「ちがいを越えて」　

【社会科】
韓国併合
関東大震災

【夏休み課題】　
人権作文

【外国語科】
異文化 ・ 言語理解 【総合的な学習の時間】　

国際理解 ・ 国際交流

【社会科】
戦時下の国民の生活

【社会科】　
大陸の文化を学ぶ

【社会科】
ヘイトスピーチ解消法に
ついて知る P.59

【道徳科】 『かがやき』
「インドのお客さん」

【社会科】
日露戦争後の日本と
世界
関東大震災

【総合的学習の時間】
異文化理解 ・ 交流事業

【総合的な学習の時間】 『あおぞら２』
世界の料理！いろいろ 【外国語活動】

異文化理解

【道徳科】 『あおぞら２』
「世界のありがとう」

【道徳科】 C-17 郷土愛
「お正月のすごしかた」 ★１

【生活科】
「お世話になったＧＴに感謝
の気持ちを伝えよう」 ★１

★1【お正月のすごしかた】　小学校２年生の授業づくりの実践
　人権教育は今 vol.2　第15 号（文部科学省人権教育研究指定校の実践 H22 ～23　八女市立黒木小
学校の取組）
　前時で、世界には様々なあいさつ言葉があり、あいさつは人間同士のつながりを築く大切な役目を持って
いることに気付かせることをねらいとした学習を行っている。そこでは、ゲストティーチャー（フィリピン人の
保護者）からフィリピン語でのあいさつを教えてもらう等の交流を行った。続く「お正月のすごしかた」の授
業では、身近な地域やフィリピンのお正月行事の習慣とその意味について調べたり、話し合ったりする事を
通して、郷土を大切にしようとする意欲を持たせることをねらいとした授業が行われた。授業後の感想の中
に「フィリピン人のお母さんたちにお正月のことを教えてもらって、やることが少し違っても気持ちは同じとい
うことが分かりました」「僕のお母さんにフィリピンのお正月のことを教えてもらったから、僕も来年のお正月

外国人の人権問題に関する体系化表の例

■　例示した学習内容の概要
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に体験してみたいです」といったものがあり、この学習は、国によって行事は様々だが、同じような行事が
あり、込められた人々の願いや思いも同じことであることへの理解につながっている。
　指定校が【行動】の段階として位置付けた「お世話になったゲストティーチャーに感謝の気持ちを伝えよ
う」では、生活科単元で育てたサツマイモの収穫時期に合わせて、これまでの学習でお世話になったフィリ
ピン人の保護者への感謝を伝える収穫祭を企画している。さらに他の保護者へ案内を出し、保護者間の交
流も図っている。「スイートポテト」「大学いも」等の他に、フィリピン人の保護者の手作りお菓子もみんな
で味わい、収穫の喜び、ゲストティーチャーへの感謝の気持ち、フィリピン人の保護者と日本人の保護者の
方との交流ができた学習となった。フィリピン人の保護者が今回の取組に満足されただけでなく、外国人の
保護者との交流について関心があった保護者が、感謝の会後に「生まれて初めてフィリピン料理を頂きまし
た。娘が最近フィリピンに興味を持っている理由が分かったような気がします。たくさんのお母さん方と話す
機会ができてよかったと思います」とお便りに寄せるなど、保護者の意識の変容も見られました。

★２【ヘイトスピーチに反対する人たち・日本国内における定住外国人の権利】　
　中学校社会科（公民的分野）や高等学校公共において、教科書によってはヘイトスピーチに反対する人た
ちや、日本国内における定住外国人の権利についてトピックとして取り扱っているものもあります。
　令和４（2022）年２月１５日、我が国で初めて、ヘイトスピーチに関する最高裁判決が言い渡されまし
た。法務省ホームページ「ヘイトスピーチ解消に関連したコラムについて」から、この最高裁判決を紹介し
ます。

ヘイトスピーチに関する最高裁判決

　本件は、大阪市ヘイトスピーチへの対処に関する条例が、一定の表現活動を「ヘイトスピーチ」と定義した上で（以下、こ

れを「条例ヘイトスピーチ」といいます。）、市長が、大阪市内で行われた条例ヘイトスピーチについて、拡散防止措置等を講

ずることや、条例ヘイトスピーチに当たるかどうか等について調査・審議等をする審査会を置くことなどを定めていたところ、

大阪市の住民が、条例の規定は表現の自由を保障した憲法２１条１項等に違反して無効であるため、審査会の委員の報酬等の

支出は違法であるなどとして、地方自治法２４２条の２第１項４号に基づき、大阪市に対し、当時の市長に対する損害賠償請

求をすることを求めた事案です。

　最高裁判所は、「憲法２１条１項により保障される表現の自由は、立憲民主政の政治過程にとって不可欠の基本的人権であっ

て、民主主義社会を基礎付ける重要な権利である」として、表現の自由の重要性を強調しましたが、その一方で、表現の自由

は「無制限に保障されるものではなく、公共の福祉による合理的で必要やむを得ない限度の制限を受けることがあるというべ

きである。」としました。その上で、条例の規定による「表現の自由に対する制限が上記限度のものとして是認されるかどう

かは、本件各規定の目的のために制限が必要とされる程度と、制限される自由の内容及び性質、これに加えられる具体的な制

限の態様及び程度等を較量して決めるのが相当である」としました。

　こうした判断基準の下に、最高裁判所は、条例が憲法に適合しているかどうかを判断しています。

　まず、最高裁判所は、条例の目的は、条例ヘイトスピーチの抑止を図ることにあるとしました。その上で、「条例ヘイトス

ピーチに該当する表現活動のうち、特定の個人を対象とする表現活動のように民事上又は刑事上の責任が発生し得るものにつ

いて、これを抑止する必要性が高いことはもとより、民族全体等の不特定かつ多数の人々を対象とする表現活動のように、直

ちに上記責任が発生するとはいえないものについても、」「人種又は民族に係る特定の属性を理由として特定人等を社会から排

除すること等の不当な目的をもって公然と行われるものであって、その内容又は態様において、殊更に当該人種若しくは民族

に属する者に対する差別の意識、憎悪等を誘発し若しくは助長するようなものであるか、又はその者の生命、身体等に危害を

加えるといった犯罪行為を扇動するようなものであるといえるから、これを抑止する必要性が高いことに変わりはないという

べきである。」などとして、条例の上記目的は「合理的であり正当なものということができる。」と判示しました。

　さらに、条例により「制限される表現活動の内容及び性質は、」「過激で悪質性の高い差別的言動を伴うものに限られる上、

その制限の態様及び程度においても、事後的に市長による拡散防止措置等の対象となるにとどまる。」ことや、「拡散防止措置

については、市長は、看板、掲示物等の撤去要請や、インターネット上の表現についての削除要請等を行うことができると解

されるものの、当該要請等に応じないものに対する制裁はな」いことなどから、条例による「表現の自由の制限は、合理的で

必要やむを得ない限度にとどまるものというべきである。としました。

　このほかに、条例の規定が不明確であるとか、過度に広汎な規制であるともいえないとして、最高裁判所は、条例は憲法２１

条１項に違反するものではないと結論しています。 

　我が国において、一切の法律、命令、規則又は処分が憲法に適合するかどうかを決定する最終的な権限を有する最高裁判所

（憲法第８１条）が、民事上又は刑事上の責任を発生させるようなものではない集団に対する条例ヘイトスピーチであっても、

これを抑止することに合理性があり、その抑止のために一定の措置を講ずることが憲法に違反するものではないと判断したこ

とは、大変に意義のあるものだと思います。

　最高裁判所も認めるように、憲法が保障する表現の自由を踏まえてもなお、ヘイトスピーチは、あってはならないのです。
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■　ねらいの重点化について

　法律の存在やその内容を学ぶことによって、権利侵害から自分を守ることができるということを知る

ことが重要です。知らなければ、法を活用することができず、権利侵害から自分を守ることが難しくな

ることもあるでしょう。ヘイトスピーチ解消法を学習する際は、デマに惑わされない主体（自身）を育

てていくことや、法律（ヘイトスピーチ解消法）と自分との関係等について学ぶことを大切にしなけれ

ばなりません。「憎悪のピラミッド」などこれまでの学習で明らかになったように、分断・排除がすすむ

と、攻撃する、される関係になりがちです。この学習を通して、児童生徒が自分自身はマイノリティな

のかマジョリティなのか、それを自覚できているのか、できていないのか、これからの社会に対し、ど

のようなことを願い、どのような行動をしていくことができるのか、考えさせていく場を設定すること

が大切です。

　そのためにも各校種における学習展開例が、体系化においてどこに位置しているか、他の校種とどの

ようにつながっているのか系統性を把握しておきましょう。

学習展開例 本時のねらい 体系化表における整理 （例）

小学校
（社会科）

　世界の人々とともに暮らすために、 違い
を理解し、 お互いを尊重していくことの大切
さを理解できるようにする。

ふれる・気付く
　日本は、 外国人をどのように受け入れている （い
た） かについて考える中で、 ヘイトスピーチ解消法
について知る。

中学校
（社会科）

　ヘイトスピーチ解消法の意義を考えること
を通して、 差別を解消するための法律が差
別のない社会をつくることにつながっている
ことを理解できる。

深める
　小学校で学習したヘイトスピーチ解消法を想起し、
啓発の取組との関連等、 社会的影響の視点からも
法の意義があることを理解する。

高等学校
（特別活動）

　ヘイトスピーチ解消法をふまえて、 排除
や差別を解消するために自分にできること
を他者と協力しながら具体的に考えられる
ようにする。

発信する・行動する
　ヘイトスピーチ解消法の基本理念を確認し、 不当
な差別的言動のない社会の実現に向け、 どのよう
な行動ができるかグループで議論する。

 

　例えば、 どの校種においても、 啓発チラシ等を掲示しておくことで、 児童生徒の振り返りを促しやすくな

ります。 その際、 どのようなことを学習してきたのか児童生徒の発言をもとに共通理解を図ると、 より効果

的だと考えられます。

このチラシをどこかで、見たことあった

かな？ 日本で暮らす外国人の人権を守る

ために、ヘイトスピーチ解消法とい

う法律ができたのか！

このチラシは覚えがあるな。

ヘイトスピーチ解消法がつく

られた意義は、どんなところ

にあるのだろうか？

ヘイトスピーチ解消法が出され

たことは意義のあることだけれ

ども、それがゴールではなく、

各地における啓発的な取組に

つながっているんだな。

ヘイトスピーチ解消法の理念を実

現させるために、自分たちができ

ることは何だろう？

ヘイトスピーチ解消法の理念を

理解し、行動することは、外国人

のためだけでなく、自分たちに

とっても住みやすい社会を創るこ

とにつながっているんだね！

ヘイトスピーチ解消法を位置付けた学習展開例
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小学校学習展開例

校種/教科等 小学校　社会科 対象学年 第６学年

単元名 日本とつながりの深い国々 

人権教育を通じて育てたい資質 ・ 能力の分類

価値的 ・ 態度的側面　➁多様性の尊重 ・ 共生

ふれる・気付く

　日本は、 外国人をどのように受
け入れている （いた） かについて
考える中で、 ヘイトスピーチ解消法
について知る。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　世界の人々とともにくらすために、 違いを理解しお互いを尊重していくことの大切さを理解できる

ようにする。 　【知識及び技能】

２　展開例

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　前時までに学習した世界の国々の特色や日

本とのつながりについて振り返り、 めあてを

つかむ。

　 ・ 日本は様々な国と産業等でつながりがある

　　 日本の主な輸出相手国、 輸入相手国

　　 日本人が多く住む海外の国

　　 日本に住む外国人

〇　それぞれの国に特色があることに気付かせ

るために、 前時までに調べて発表した国々の

特色を表などに整理しておく。

★１　特に日本とのつながりがある国を確認す

るため、 「日本に住む外国人」、 「日本人が移

住している海外の国」、 「日本の主な輸出入相

手国」 のグラフを掲示する。 教科書に記載が

あれば、 それを利用する。 （P.65）

５

２　これまでの学習で調べたことをもとに、 日

本と世界の国々の違いを出し合う。

・ 日本と大きくちがうところ

  言語、 文化、 衣食住、 習慣、 宗教、 民族等

３　日本に住む外国人の人権を取り巻く現状に

ついて確認する。

・ 在日外国人などに対する差別や偏見がある

こと

４　これまでの歴史学習や現在報道されている

こと等を振り返り、 日本人は外国人をどのよ

うに受け入れている （いた） かについてまと

める。

　　　　　　　　　　　 

〇　あらかじめ世界の国々の特色を表などに整

理しておき、 日本と比較しながら考えさせる。

〇　様々な違いがある中、 多くの日本に住む外

国人は安心 ・ 安全に生活できていると思うか

などと問い、 在日外国人の人権について考え

させる。 この際、 「基本的人権の尊重」 の単

元や歴史学習における 「これからの日本」 の

単元等の教科書記載を確認させる。

〇　　　  の　　　　　　  面を発言させる際には、

学級の実態等をふまえ、 児童の発言や態度に

十分留意する。

※　左記の例示を全て網羅しようと時間をかけ

すぎないよう留意する。

★２　教科書記載にある外国人 （在日韓国 ・ 朝

鮮人） に対する偏見や差別を確認する際に、

ヘイトスピーチという語句について知らせる。

※　関東大震災に関する記述を扱う際には、 デ

マから多くの朝鮮や中国の人が被害を受ける

事件があったことにふれる。

５

10

めあて　　世界の人々とともにくらすために大切なことについて考えよう。

プラス

マイナス

過去 現在

・ 被災時に多くの外国人ボラ
ンティアが来た。

・ オリンピックやパラリンピッ
クでの交流　等

・ 日本文化を知って、 日本で
暮らすようになった人が増
えた。

・ 渡来人の技術や文化を取り入
れた。

・日本の近代化や文明開化で影
響をうけた。 等

・ 秀吉が大軍を朝鮮に送り、 陶工を連
れてきた。

・ 関東大震災時に朝鮮人や中国人が殺
された。 　

・ 戦時下で多数の朝鮮人や中国人が強
制的に連れてこられ、 厳しい労働を
させられた。 等

・ 外国人への偏見や差別が
ある。 　

・ ヘイトスピーチをしている
人たちがいる。

マイナス現在
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５　ヘイトスピーチと、 ヘイトスピーチを解消する

ための取組を知る。

・ ヘイトスピーチを行う人がいる

・ ヘイトスピーチで傷ついている人がいる

・ 「ヘイトスピーチ解消法」 が平成２８年に制

定された

６　これからのこと 【未来 ・ 将来】 を考えたと

きに、 世界の人々とともにくらしていく上で

大切なことについて、 なぜお互いを尊重でき

ないのかをふまえて、 ペアやグループ、 全体

で話し合う。

・ それぞれの国にはくらしや文化や習慣の違

いがあることを認め合う

・ それぞれの国で大切にしていることを知る

・ 出会いや交流をこれからもっと増やす

・ 日本に住む外国人の立場になって考え行動

する

・ 多くの外国人に喜んでもらえるように、 誰

もが暮らしやすい日本にしていく

・ 海外に行ったときには、 日本の良さも知っ

てもらう

・ 日本人ももっと世界に出て現地の人々を助

ける活動を行っていく

〇　ヘイトスピーチについて、 詳しくは中学校や

高校で学習することを伝え、小学校段階では、

ヘイトスピーチを行う人がいることや、 それを

解消するための取組があることについて紹介

するに留める。

※　中学校や高校での学習へつなげることを想

定し、 ヘイトスピーチに関する啓発チラシを提

示してもよい。 【法務省 HP】

※　日本においては、 在日韓国 ・ 朝鮮人に向け

られた言動が多数を占めているが、 中には在

日中国人や全ての在日外国人を対象としたも

のもあること等にもふれ、 今後、 新たな対象

が生まれる可能性があることなどを考えさせ

てもよい。

○　お互いを尊重することの大切さを理解させ

るため、 学習活動２の活動で振り返った世界

の国々の様々な違いをふまえて話し合いをさ

せる。

※　ヘイトスピーチを切り口に話し合う場合は、

以下の視点を提示してもよい。

　教師 ： 「なぜヘイトスピーチ解消法の制定が平　

成 28 年なのかな （関東大震災から

100 年以上経ているのに）」

　児童 ： 「差別 （ヘイトスピーチ） をする人がま

だいるから」 「差別がおかしいと声を

上げた人がいた （いる） から」

　教師 ： 「どうすれば、 ヘイトスピーチはなくな

るのかな」

　児童 ： 「お互いを知り合えるような取組を増や

していけばいいと思う」

　教師 ： 「〇〇さんが発言してくれたような内容

が、 実はヘイトスピーチ解消法の〇条

に書いてあるんだよ」

　以上の視点で意見を出させた際は、 ヘイト

スピーチの対象となっている在日韓国 ・ 朝鮮

人等に焦点化しすぎた場合は、 前時までの

学習や学習活動１で示したグラフなどを示し、

日本に暮らす他の国々の人々へも視野を広げ

させるようにする。

５

15

７　本時のまとめを行う。

〇　まとめを補強するために、 これまでの学習

体験や生活経験等での出会いと結び付ける。

※　教科書記載の他県等の多文化共生社会の取

組を紹介したりしてもよい。

５

まとめ　世界の人々とともにくらすためには、 違いを理解してお互いを尊重していくことが

大切である。
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中学校学習展開例

校種/教科等 中学校　社会科 対象学年 第３学年

単元名 憲法が保障する基本的人権

人権教育を通じて育てたい資質 ・ 能力の分類

技能的側面　①想像力 ・ 共感力

深める

　小学校で学習したヘイトスピーチ
解消法を想起し、 啓発の取組との
関連等、 社会的影響の視点からも
法の意義があることを理解する。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　ヘイトスピーチ解消法の意義を考えることを通して、 差別を解消するための法律が、 差別のない社

会をつくることにつながっていることを理解できる。 【知識及び技能】

２　展開例

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　前時までの学習を振り返る。

・ 個人の尊重、 幸福追求権

・ 法の下の平等　 ・ 部落差別解消推進法

２　本時学習のめあてをつかむ。

　前時で学習した同和問題以外の個別の人権

課題について教科書等をつかって調べる。

※　前時学習展開例については、 同和問題 （中

学校） のページを参照する。

〇　教科書本文に表記されている法律だけで

なく、 教科書の見開きにある資料や章末等

に掲載されているコラムなどの取組につい

ても調べるよう指示をする。

５

３　差別を解消するための法律や取組、 議論さ

れている事柄について教科書等をつかって調

べたのち、 発表や交流するなどして確認する。

　（予想される回答　教科書の記載内容より）

部落差別解消推進法、 男女共同参画社会基

本法、 男女雇用機会均等法、 （アイヌ文化振

興法 2008 年）、 アイヌ民族支援法 （アイヌ

新法、 アイヌ施策推進法 2019 年）、 障害

者差別解消法、 ヘイトスピーチ解消法

　

ハンセン病療養所に保育園 （入所者と子ど

もたちの交流）

法務省人権擁護局の中学生人権作文コンテ

スト、 北海道のウポポイ、 人権啓発ポスター

全国ラグビー大会に外国人学校の参加

施設のバリアフリー化、 同性パートナーシッ

プ制度、 父子手帳、 盲導犬、 日本語学級

　

夫婦別姓 （選択制）、 外国人参政権　等

〇　生徒が調べた法律や取組、 議論されてい

る事柄について説明する際は、 同和問題、

障がいのある人等、 前時や次時における学

習をふまえて、 説明に要する時間には軽重

をつける。

※　「本邦外出身者に対する不当な差別的言動

の解消に向けた取組の推進に関する法律」

等、 教科書によって法律名の表記が違うも

のもあるため、 教科書表記にあわせて指導

する。

例）　ヘイトスピーチ解消法 （差別的言動解消

推進法、 ヘイトスピーチ対策法） など

★１　アイヌの人々の人権課題については、 小

学校での学習や中学校における歴史的分野

での学習などと関連付けること。 （P.67）

15

めあて　　差別のない社会をつくるための取組について考えよう。

取組

法律

議論がなされているもの
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４　本時で調べた法律や取組の意義や背景につ

いて、 外国人に係る人権課題 （ヘイトスピー

チ解消法） を通じて考える。

【①どんな現状がある （差別があった） か】

・ 言葉や文化や習慣の違いを認めない等の外

国人への差別や偏見がある （小学校既習）

・ 住宅の入居や就職などの差別がある

・ 教育や社会保障の面で配慮が必要

【②ヘイトスピーチ解消法 （第３条） にはどんな

ことが書いてあるか】

・ ヘイトスピーチを解消するために国民に差

別のない社会の実現に寄与するよう求めて

いる

・ この法律により、 一人一人が差別を解消す

るための大切さを理解して差別のない社会

づくりを目指して生活していく必要がある

【③くらしやすい社会のすがたについて】

・ ヘイトスピーチを法律で許さないと示したこ

とで在日外国人が暮らしやすい日本になる

・ 今後、 どの在日外国人もヘイトスピーチの

対象にならないような社会の実現を目指す

〇　ヘイトスピーチ解消法の意義を考える際は、

これまでの 「個人の尊重の理念」 で学習した

ことをふまえて考えるように視点を与えたり、

学習形態の工夫を行ったりする。 （個人で考

える→ペアやグループ交流→全体での共有）

★２　在日韓国 ・ 朝鮮人に関する内容について

は、 関東大震災や戦時体制等の歴史的背景

や歴史的分野の教科書記載内容等を想起さ

せて確認する。

★３　ヘイトスピーチ解消法の基本理念や意義を

考えるため、 条文を準備する。

※　小学校での学習内容を喚起するため、 教科

書記載や啓発チラシを提示してもよい。 【法

務局、 福岡県等】

　

20

５　差別のない社会をつくるために大切なこと

について、 法律や取組の意義をふまえて意見

交換をする。

・ 法律の制定が差別されている人にとっての

ゴールと言えない。 被差別の当事者だけで

なく、 多くの国民がこの法律や取組を知っ

ていくことが、 共に生きていくことにつな

がる

・ 法律があることで、 各地で啓発的な取組に

つながっている （法律が取組の後ろ盾にな

っている）

・ 罰則規定を設けるべきなのかどうかは、 い

ろんな意見をふまえて考えなくてはならな

い

・ 他の個別の人権課題に関する法律もヘイ

トスピーチ解消法と共通して求めているの

は、 基本的人権が保障された差別のない社

会をつくることだ

６　本時学習を振り返り、 まとめをする。 　

〇　教科書巻末資料等を使うなどして、 ヘイトス

ピーチ解消法に限らず、 調べた法律全体を通

じて考えさせるようにする。

※　例えば、 罰則規定がないことなどにふれる

などして、 生徒の多様な意見を引き出すよう

にする。

教師 ： 「差別されてきた人たちにとって、 こ

うした法律がつくられたことはどんな

意味があるのかな」

生徒 ： 「差別がなくなると期待をすると思う」

教師 ： 「法律が制定されれば、 差別はなくな

っていくのかな」

生徒 ： 「法律だけに頼ってしまってはいけな

いかもしれない」

教師 ： 「罰則規定がない法律は無力なのかな」

生徒 ： 「法があることで、 様々な取組が進め

られている」

10

まとめ　差別を解消するための法律が制定されたことは、 差別のない社会をつくることに

つながっている。
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高等学校学習展開例
発信する・行動する

　ヘイトスピーチ解消法の基本理念を確認し、
不当な差別的言動のない社会の実現に向け、
どのような行動ができるかグループで議論す
る。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　ヘイトスピーチ解消法をふまえて、 排除や差別を解消するために自分にできることを他者と協力し

ながら具体的に考えられるようにする。

２　展開例

校種/教科等 高等学校　特別活動

対象学年 ―

人権教育を通じて育てたい資質・能力の分類

技能的側面　③人間関係調整力・問題解決力

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　「ありのままでいられる社会」 について考え

る。

○　高校生用学習資料 「『ありのままの私』 で

いられる社会をつくりたい」 の表紙を読み、

「ありのままの私ってなんだろう」 などと問

い、 めあてにつなげる。

※　すでに活用している場合については、 学習

を振り返る。 ここでは、 ありのままの私で生

きようとしても、 それを妨げる社会のしくみ

や考え方があることに気付かせる程度に留

め、 時間をとりすぎないように留意する。

７

２　実際に起きた具体的な事例から当事者の思

いを知る。

・ 特定の民族や国籍の人々を排斥する不適切

な言動があること

・ ヘイトスピーチは、 多数の人々の立場で、

少数の立場の人々にむけられた言動である

こと

・ 侮辱、 名誉棄損、 生命の危険を感じさせる

ような言動は、 表現の自由とは言えないこ

と

〇　資料を読み上げる際に、 生徒にヘイトスピ

ーチを聞いたことがあるかなどと問い、 小学

校や中学校での学びを想起させる。 ★１　

※　事例について気になる部分に線を引かせ

る。

〇　線を引いた部分について、 どうして気にな

ったのか発言を促し、 ヘイトスピーチは、 受

けた人を傷つけるのはもちろん、 「地域社会

に深刻な亀裂を生じさせている （解消法前

文）」 ことを確認する。

　【発言させたい箇所】

・ 頭が真っ白になり、 息ができなくなった。

→　はたして当事者が反論できるのか。

・ 世界中が敵になってしまったような気がし

た。

→　なぜ、 「世界中の人が」 と感じたのか。

・ これが普通になってしまったのだろうか。

・ 今でも、 あのときのことを思い出す。

→　この時点では、 詳しく取り上げず、 あと

の学習活動 ４で考えることに触れる。

※　授業の場には、 多様なルーツをもつ生徒や

国籍やルーツに限らず様々な個別の人権課題

を抱える生徒がいることに十分留意する。

10

　めあて　誰もがありのままで生きられる社会に向けて大切なことは何か考えよう。

　A さんは、 街に遊びに行ったときに、 ヘイト
スピーチに出会いました。 たくさんの人たちが
「ここは日本だ。 〇〇人は出て行け！」 とマイク
で叫びながら歩いていました。
　A さんは頭が真っ白になり、 息ができなくな
りました。 でも、 平気なふりをしていないと、
ここに韓国人がいると気付かれてしまうかもし
れない、 と思い、 できるかぎり平静を装って
近くの店に入りました。 世界中が敵になってし
まったような気がしました。 周りで、 平気な顔
して見ていた人たちも、 賛成しているんだろう
か。 これが普通になってしまったんだろうか。
今でも、 あのときのことを思い出します。
（この資料は、 福岡県の高校を卒業した生徒の実際のエピソードを

もとに、 調査研究委員会で作成したものです）

　私たちは誰もが 「ありのま
まの私」 で生きられる権利を
もっています。・ ・ ・
　「ありのままの私」 で生きよ
うとしても、 私たちのまわり
には、 それを妨げる社会のし
くみや考え方がまだあります。
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３　　ヘイトスピーチ解消法について確認する。

　（第２条　定義）

　①　危害を加えるという意味の発言をすること

　②　侮辱すること

　③　排除することを煽 （あお） ること

　（第３条　基本理念）

　　不当な差別的言動のない社会の実現　

　（第６条　教育の充実）

〇　小学校や中学校での学びを踏まえて、 ヘイ

トスピーチ解消法の意義や背景について問う

ことで、 ヘイトスピーチ解消法が目指す社会

はどんな社会だったか確認する。

※　小学校や中学校の学習展開例のページを参

考に学びを振り返ると効果的である。

※　ヘイトスピーチ解消法の前文、 第 1 条、 第

3 条、第 6 条について簡単に紹介してもよい。

５

４　　ヘイトスピーチ解消法を踏まえて、 どう行

動するかを考える。

（１） 自分にできることは何か個人で考える。

（２） グループで交流する。

　   「すぐにできること」、 「一人でできること」、

「長期的に取り組んでいくこと」、 「たくさんの

人と協力して可能になること」 の視点で分類

し、 付箋に記入したものを座標軸に貼る。

（３） 全体で共有する。

（自分の課題ともかかわること）

・ 偏見をなくし、 人を見た目や国籍だけで判

断しない

・ 見てみぬふりをしない

・ 正しい知識を身に付け、 誤った情報に流さ

れない

（広く世の中全体につながること）

・ 偏見をなくす

・ 人の見た目や国籍で全てを判断しない

・ 他人が傷つくことは言わない

・ 相手のことを考えて行動する

〇　個人で考えさせる際には、 全体でヘイトスピ

ーチ解消法の理念を再確認したあと、 学習活

動２の当事者の事例で下線を引いたことなど

にもふれ、 差別を解消するために、 自分がど

う行動できるか具体的に考えさせる。

〇　グループ交流の際は、 相手の意見に対して

承認、 傾聴、 守秘を守って行うように留意し、

自分とは違った意見が出た場合も、 無理に合

意形成をせず、 それぞれが考えた位置に貼る

ように指示する。

※　グループで交流する際に、 自分の生活を振

り返りながら意見をしている生徒に対しては、

はげましたり、 声掛けしたりすることで、 「小

さなことからでもよいから変えていけること」

や 「きっかけは自分のすぐ身近にたくさんあ

ること」 に気付かせる。

〇　全体で共有する際は、 生徒の記入した意見

を、 「自分の課題ともかかわること」、 「広く

世の中全体につながること」 という視点で発

表させる。

※　広く世の中全体につながることについての

考えを共有することで、 「外国の人のために」

や 「自分ではない誰か少数派の人達のため

に」 ではなく、 自分自身にとっても、 もっと

住みやすい、 自分らしくありのままで生きら

れる社会につながることに気付かせる。

※　教職員の言動によって、 児童生徒の間に新

たな差別や偏見を生み出さないよう留意す

る。

20

５　本時学習を振り返る。

　自分の責任ではない理由で、 排除されたり

しない、 幸せに暮らす権利を奪われたりする

ことがない社会にするために行動することの

大切さについて、生徒の感想をもとに伝える。

○　授業を実施するに当たっては、 ただ単に差

別の実態を伝えるのではなく、 「差別はなく

していける」 という希望と、 「自分たちには、

よりよい社会にしていく力がある」 という生

徒自身の気付きにつながる授業となるよう留

意する。

８

たくさんの人と協力して可能になること

すぐにできること
長期的に
取り組んでいくこと

一人でできること
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■　小学校学習展開例に関わる学習計画例

※　学習計画との関連については、P.28「差別解消三法と小学校における学習計画との関連について（例）」

をご覧ください。

〇　指導上の表記は、「ヘイトスピーチ解消法」とします。

〇　めざす社会のキーワードは、「相互理解と尊重」「多様性と共生」とします。

〇　事前準備

→　　授業のまとめに際し、児童がこれまでの当事者との出会いや学習体験などと結びつけて考えられるよ

うに、当時の感想や写真資料などを掲示しておくとよいでしょう。また、地域のコミュニティーセンター

等に貼ってあるポスター等の情報を集めておき、本時のなかで生徒に尋ねてみるのもよいでしょう。

★１　特に日本とのつながりがある国を確認するため、「日本に住む外国人」、「日本人が移住している海外の

国」、「日本の主な輸出入相手国」のグラフを掲示します。教科書に記載があれば、それを利用してもよ

いでしょう。

★２　教科書記載にある外国人（在日韓国・朝鮮人）に対する偏見や差別を確認する際に、ヘイトスピーチと

いう語句について知らせてもよいでしょう。

→　　歴史的分野の提示内容は、教科書に記載されている内容を踏襲します。在日韓国・朝鮮人の存在と

その背景は、教科書に記載されている「関東大震災」の時のデマ、差別扇動などを振り返ります。

（歴史的分野）

「渡来人の技術や文化」「日本の近代化や文明開化」の資料、関東大震災に関する教科書記載内容、

オリンピック・パラリンピックの写真

○　ヘイトスピーチの説明（例）

　「ヘイトスピーチという言葉を聞いたことがありますか？」「ヘイトスピーチとは、国や民族の

違いを受け入れず、排除しようという言動のことです」「ヘイトスピーチをなくし、国籍や民族

の違いを超えてお互いの人権を尊重しあう社会を目指そうとしているのが、『ヘイトスピーチ解

消法』です」

〇主な学習活動 ・ 学習内容 ねらい

１

【配時１】

〇　日本とつながりが深い国について調べる
計画を立てる

　 ・ 日本とつながりのある国

身の回りの品物や統計資料を読み取るこ
とを通して、 外国と日本のつながりに関心を
持つことができる。

２

【配時３】

〇　経済や文化などで深くつながっている国
について調べる

　 ・ つながりが深い国の人々の生活の様子
　 ・ 日本の文化や習慣との違い

興味のある国を選択して調べることを通し
て、 日本との違いやその国の特色や暮らし
の様子を知り、 違いを認め合うことができる。

３ 

【配時１】

〇　調べたことをまとめて伝え合う
　 ・ 調べた国の発表

お互いに調べた国を発表し合うことを通し
て、 自分の調べた国以外にも興味を持ち、
考えを広げることができる。

４　
本時
1/1

【配時１】

〇　これからの日本と外国とのつながりにつ
いて考える

　

世界の人々とともにくらすために、 違いを
理解しお互いを尊重していくことの大切さを
理解できるようにする。 　

小学校の学習展開例に関連して

より効果的に学習を進めるために
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人権が尊重される
「 人間関係づくり」

互いのよさや可能性
を認めあえる仲間

人権が尊重される「 環境づくり」

安心して過ごせる学校・ 教室

人権尊重の人権尊重の

視点に立った視点に立った

学校づくり学校づくり

生 徒 指 導生 徒 指 導

学 級 経 営 等学 級 経 営 等

人権が尊重される「 学習活動づくり」

一人一人が大切にされる授業

互いのよさや可能性を発揮できる取組

　外国人の人権に関わらず個別の人権課題に関する学習内容を体系化するなかで、小学校段階では、低学年

において「個別の人権課題は取り扱わないが、人権教育の視点も入れられる学習内容」の割合が多くなる傾

向があります。

　外国人の人権でも同様に、小学校低学年～中学年においては、国際理解や異文化交流等の学習や取組が

進められています。こうした取組とヘイトスピーチの解消が、どのようにつながっているのか、以下は、調査研

究委員会で出された意見です。

　

　さらに、福岡県教育委員会が作成している人権教育研修会資料集では、「人権尊重の視点に立った学校づく

り」のなかで、学級経営等について、以下のように記載しています。

「国際理解・異文化交流」とヘイトスピーチ解消との関係について
　国際理解や異文化交流等の学習を行うことは、ヘイトスピーチを解消する上での土台づくりと考えた方がよ

いのではないか。ヘイトスピーチに関する知的理解を深めずに、国際理解や異文化交流等の学習を積み上げ

るだけでは、その解消にはつながらないし、ヘイトスピーチに関する知的理解だけを取り上げて指導したとし

ても、同じことが言えると思う。

　また、授業だけでなく、学級の在り方や雰囲気といったものが、児童生徒の豊かな人権感覚育成に大きな

影響を及ぼしていることを認識しておかなければならない。児童生徒が、自分とは異なる考え方や文化、習慣

といった多様性を尊重し、その違いに興味や関心を持ち、共に生きようとすることができるような学級経営も

また、土台づくりの一つと言えるのではないだろうか。

　その意味でも、小学校低学年から中学年における人権感覚の育成は大切である。　

　既存の教材や地域教材、自主教材などと組み合わせて効果的に授業をつくることが大切です。また、小学

校、中学校、高等学校等で、啓発チラシなど同じ教材を活用した授業を実施することで、系統的な指導にお

ける効果が期待できます。授業をする際、このチラシを示しながら「中学校や高校で、詳しく勉強するかもし

れないね。また、市役所や公民館（コミュニティセンター）等の学校以外の場所でも見かけるかもしれない

ね」等とふれておくことも、児童の関心を広げる上でも大変効果的だと思います。

　また、学習展開例で示した学習活動以外にも、主体的な学びと豊かなつながりを育むことができます。参

加・体験型及び協働的な学習手法（調べ学習、グループ討議、地元教材の活用等）を取り入れ、リアリティ

のある学びを創造することが重要です。その学習過程において、自由かつ率直な意見交換は必要ですが、差

別的な発言が出る可能性もあり、そのときの対応を想定しておく必要もあるでしょう。

　現在、各学校において、各教科等を通じて国際理解教育が行われていますが、そうした学習との関連だけ

でなく、「障害者差別解消法」「部落差別解消推進法」についての学びや、実施学年以前に学習した社会科の

歴史的分野、地理的分野の学びとの関連を図るなどして、体系化の工夫を行っていただきたいと考えています。

【学級経営等】
　児童生徒理解の深化を図り、学校生活全体において
人権が尊重されるような環境づくりを進めていくとと
もに、特に、児童生徒が、多くの時間を過ごすそれぞれ
の学級の中で、自他のよさを認め合える人間関係を相
互に形成していけるようにすることが重要であり、こ
のような観点から学級経営に努めます。

学習展開例の工夫について

人権尊重の視点に立った学校づくり（学級経営等）
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〇　中学校では、本手引書で取り扱う「差別解消三法」のうち、他の２つの法律についても同時期に連続し
て学ぶことが多く、その場合、前時や次時との接続を考える必要があります。

★１　アイヌの人々の人権課題については、小学校での学習や中学校における歴史的分野での学習などと関連
付けることも考えられます。県内で使用されている主な教科書には、以下のような内容も取り上げられて
います。

★２　在日韓国・朝鮮人に関する現状や過去の差別事象については、歴史的背景等、歴史的分野の教科書
記載内容等を想起させて確認するとよいでしょう。

→　小学校段階で、在日韓国・朝鮮人の存在とその背景は、「関東大震災」の時のデマ、差別扇動などに
ついて学習しています（県内で使用されている主な教科書には、以下のような内容が取り上げられていま
す）。それをふまえ、これまでの歴史学習や人権に関する学習から想起させ、学びをつなぐ必要がありま
す。

★３　ヘイトスピーチ解消法の基本理念や意義を考えるため、条文を準備するとよいでしょう。教科書の巻末
資料に掲載されている場合もあります。

→　法律は「外国人の人権を保障するために制定された」という理解にとどまらず、「自分たちにとっても住
みやすい、自分らしくありのままでいきられる社会につながるもの」ということに気付かせるよう、発問の
工夫が必要です。

→　説明に際しての留意事項
　多くの生徒は法律に対して、「何かを禁止するもの」「守らないといけないもの」などといった認識を強
く持っていると考えられます。例えばヘイトスピーチ解消法でいえば、外国人へのヘイトスピーチを禁止す
るものといったような一面的な法律の捉え方は、「私は外国人にヘイトスピーチをしていないし、されてい
ないのだから関係ない」「法律に従わないと罰せられる」といったような他人事、他律的な捉えになって
しまう可能性があり、その点は留意する必要があります。

〇　グループで話し合う場面を設定する場合、そのなかで差別的な発言が出る可能性もあります。そこに当事
者がいることを想定し、事前に学習の組み立てや手立てを十分練っておくことが必要です。

（小学校）「鎖国のもとでのアイヌの人 と々の交流」、「江戸時代の琉球と蝦夷地」

　　　　「明治政府による国づくり」「戦後の日本（アイヌの文化）」

（中学校歴史的分野）「室町時代（アイヌの人 と々の交易）」、「江戸時代（交易をめぐる衝突）」

　　　　　　　　　「明治政府の北海道に対する政策」

　　　　　　　　　「大衆文化におけるアイヌ神謡集」（一部の教科書）

（小学校）「桃山文化」「関東大震災」「植民地支配」

（中学校歴史的分野）「文禄・慶長の役　朝鮮半島から伝わった文化」「征韓論と日朝修好条規の締

　　　　　　　　　結」「韓国併合」「関東大震災」「皇民化政策」「朝鮮戦争」「国交回復の動き

　　　　　　　　　（日韓基本条約）」

【第三条（基本理念）】

　国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性に対する理解を深めるととも

に、本邦外出身者に対する不当な差別的言動のない社会の実現に寄与するよう努めなければならな

い。

中学校の学習展開例に関連して
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　これまで述べてきたように、当事者が身近にいることを想定する必要があります。また、児童生徒の当事者
性は様々であり、教育相談、家庭訪問等を行うことにより、児童生徒の生活経験や当該人権課題に対する認
識等を把握した上で、教材の選定や授業を構想することが重要です。併せて、将来への展望を持つことがで
きる学習展開の工夫が必要です。各時代に新たな社会を創造するために行動してきた人たちがいて、それらの
人々や取組、強い思いがつながることで社会は確実に変化・成長を遂げてきていることを学ぶことも重要です。
私たちは新たに社会を創ることができるということを実感できる授業を創造していかなければなりません。
　さらに、授業後の感想等で、児童生徒が考えたことや学んだことを把握し、今後の学習や日常生活に反映さ
せていく必要もあります。
　人権教育の指導の出発点は、児童生徒理解です。そうした児童生徒理解をふまえ、授業を通して、「知って
いるけど、自分には関係ない」ではなく、自分の問題に引き寄せ、当事者性を持たせるよう指導方法等の工
夫が大切になってきます。

職員研修でのエピソード

　検証授業を行うにあたり、協力校には事前研修として当該人権課題当事者の講話を聴いてもらいました。そ

の中で、講師自身が体験したヘイトスピーチの動画を先生方に観せる場面がありました。実際にヘイトスピー

チの場面を見た経験がない先生が多くいらっしゃったので、その動画は参加者の心を大きく動かしました。

　講話後の質疑応答の場面で、ある先生が「子どもたちにヘイトスピーチの現状を少しでも理解してほしいか

ら、この動画を授業で使わせてもらうことはできないか？」と尋ねられました。この質問をきっかけとして、様々

な意見が出されました。

　「大人の我々が心を動かされたと言って、子どもたちが同じように感じてくれるとは限らない。リアリティと

インパクトを求めたい気持ちは分かるが、慎重に取り扱う必要があるのでは？」

　「子どもたちが受けとめきれないほどのインパクトを与えてしまうと、子どもたちは他の人に伝えたいという

心理になってしまう。それが他のヘイトスピーチ動画の検索や拡散につながってしまい、差別のばらまきに

なってしまう恐れもある。」

　「講話のなかで、この動画を流しているときの講師の先生の姿を思い出してほしい。講師の先生は何度も

この動画を見ているはずなのに、今日の講話のなかでも涙ぐまれていた。当事者の方にとってのこの動画は、

やはり重くつらいものなのだ。それを踏まえ、教室の中に当事者の生徒がいる前提に立つと、動画使用に

ついて我々はもっと考え、議論をしなければならない。」

　「これから先、子どもたちが実際にこういった場面に出会ってしまうことを考えると、その時にどう行動し

たらよいのか、準備段階として考えさせる必要もあるのでは？」

　こうした活発な意見交換がなされ、校内研修会は終わりました。研修会が終わった後、多くの先生方が講

師の先生のところに向かい、今後の授業について相談をしていました。こうした当事者と教師との意見交換が、

校区や児童生徒の実態に適した教材の選定や指導方法の工夫、授業の構想へとつながっていきます。

リアリティを持たせる上で、留意してほしいこと
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〇　事例Ｂは、当事者が直面した差別の現実をもとに、生徒にこの事例の問題点を指摘させたり、その後の
Ａさんの行動について生徒に考えさせたりする内容となっていますが、併せて、生徒に「差別されている側が
立ち上がらないといけないのか」や、「差別は差別している側の問題ではないのか」と問いかけることで、差
別解消に当たっては、差別をしている側が主体的である必要があることなどに気付かせたいと考えています。

（なお、この資料は、福岡県の高校を卒業した生徒の実際のエピソードをもとに、調査研究委員会で作成し
たものです）

　以下は、事例Ｂに係る教員向け資料（その後のＡさんについて）です。

①　その後、Ａさんは、「外国人に部屋は貸せません」と言う不動産会社に、「外国人が入居できないのはな
ぜですか？」と尋ねてみました。「過去に、日本語が通じなくて外国人の入居者とトラブルになったことがあ
る」「文化の違いから、ごみ捨て等のルールを理解してもらえず、近隣住民からの苦情がある」という回答
でした。

②　Ａさんは、祖父母の父母の時代から福岡県に住んでいます。日本で生まれ育った「在日朝鮮人」で、中学
校まで民族学校に通っていました。民族学校で勉強したので朝鮮語を話すことができますが、日頃話すの
は日本語です。高校は日本の県立学校に入学しました。

　　Ａさんは、「在日朝鮮人のこと、自分のこと」について丁寧に説明し、伝えました。不動産会社は「よくわ
かりました。私の勉強不足でした。入居を断って良い理由なんてありませんね」と、家主さんとの交渉もして
くれ、このアパートに入居することができました。

③　Ａさんは、地元に戻った時に、同じ在日朝鮮人の後輩Ｂさんたちにこの話をしました。
　「わかってくれん人もおったけど、ちゃんと話せばわかってくれる人はおった。事実を知らなくて差別してしま

う人もおる」「これからも、絶対いろんなことがあると思う。でもここから始めようと思うんよ。ちゃんと伝え
れば、ちゃんとわかってくれる人は、きっとおる。味方になってくれる人もおるやん」

　検証授業に向けた協議会の中で、この事例Ｂを活用するに当たっては、「Ａさんの行動は確かに差別をなく
すための素晴らしい行動であることに間違いないが、一方で、Ａさんはすごい等の認識だけに留まらないよう
生徒に考えさせる必要がある」や、「日本語を話せないケース等、そもそも外国人に貸さないという事例につい
てはどう思うか考えさせた方がよい」といった意見も出されました。

　高等学校の検証授業を行うにあたり、２つの事例について検討しました。学習展開例では、
事例Ａを活用したものを提示していますが、学校によっては、この後紹介する事例Ｂを教材とし
て活用してもよいと思います。

【事例Ｂ】

　高校生のＡさんは、 希望していたあこがれの大学に合格し、 一人暮らしをすることになりました。

大学の近くに良いアパートを見つけ、 仲介をする不動産会社に出かけて部屋を見学させてもらいま

した。 家賃も設備も希望にぴったりです。 ちょうど空き部屋もあったので、 すぐに書類をそろえて

契約することにしました。 契約のための書類には 「国籍」 を記入する欄があったのでＡさんは 「○

○」 と記入しました。

　これを見て担当者の表情が変わりました。 「家主に確認しますので…」 と言われて待っていると、

電話をかけていた担当者が戻ってきて 「すみません、外国の人には部屋は貸せません」 と言いまし

た。 Ａさんが理由を尋ねましたが、 「家主からそう言われているので…」 という説明だけで断られ

ました。

　このあとも、 Ａさんは他の物件を探して別の不動産会社も何件か回りましたが、 同じようなことが

続き、 なかなかアパートを借りることが出来ませんでした。

高等学校の学習展開例に関連して
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〇　高等学校では、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（ヘ
イトスピーチ解消法）と正式名称で学びます。

〇　教科としての学習ではないので、中学校の教科書記述をふまえた学習展開としていますが、教科「公共」
等と関連を図ることで効果的に学習を進めることも可能です。

　　なお、教科「公共」では使用する教科書により表記は異なっています。（ヘイトスピーチ対策法と表現され
ている教科書もあります。）

〇　事前準備
　　以下のような事前アンケートを教科「公共」等との関連をはかりながら実施するとよいでしょう。

★１　小学校や中学校での説明については、P.65、P.67 を参照してください。

〇　グループ協議における留意事項
　　自由な討議は必要ですが、差別的な発言が出る可能性もありますので、十分な配慮が必要です。また、

それぞれが自分の意見を表に貼る作業の際に、たとえそれが自分と異なる考えであっても、否定することが
ないよう留意していただきたいと思います。

〇　補助教材
　　高等学校における学習展開例において、身近に感じられる題材として、様々なスポーツで多様なルーツの

人達が共に競技をしたり、一つの目標に向かって共に力を合わせたりする姿を補助教材として活用してもよ
いと思います。

①　ヘイトスピーチについて知っていますか？　

②　ヘイトスピーチについて、見たことがありますか？　

③　ヘイトスピーチについて、誰かから聞いたことがありますか？

④　最初に聞いたとき、どんなことを感じ、考えましたか？　

⑤　ヘイトスピーチに関する法律について知っていますか？

（福岡県教育委員会）
〇　同和教育副読本「かがやき」
〇　人権教育学習教材集「あおぞら」
〇　人権教育学習教材集「あおぞら２」
　　小学校低学年用　「せかいのありがとう」
　　小学校中学年用　「世界の料理！いろいろ」
　　高等学校用　「あなたはどう判断しますか」
〇　高校生用学習資料「『ありのままの私』でいられる社会をつくりたい」
〇　学校教育における在日外国人の人権に関する指導上の指針

（国・県内市町村）
〇　日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針
　　（令和 2 年 6 月　閣議決定）
〇　出入国管理及び難民認定法　　
〇　住民基本台帳法　
〇　日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法
〇　難民の地位に関する条約　　
〇　Youtube 法務省チャンネル「『誰か』のこと　じゃない。」（外国人）編　等の啓発動画
○　ヘイトスピーチに関する実態調査報告書（公益財団法人　人権教育啓発推進センター　平成28 年3月）
〇　人権教育の手引き４　多様な文化を理解し、ともに生きるために（糸島市教育委員会　令和 4 年 3 月）

関連する学習教材や資料等
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　障がいのあるなしによって分け隔てられることなく、互いに人格と個性を尊重し合いながら共に生きていく共
生社会の実現のためには、国や地方公共団体が各種施策を実施していくだけでなく、社会の全ての人々が障
がいのある人について十分に理解し、必要な配慮をしていくことが求められています。しかし、「人権の擁護　
世界人権７０周年みんなで築こう人権の世紀」（法務省人権擁護局　平成 30 年８月）によると、現実には車
いすでの公共交通機関の利用やアパートへの入居を拒否される事案が発生するなど、十分理解が進んでいる
とはいえず、その結果として障がいのある人の自立と社会参加が阻まれており、共生社会が十分に実現されて
いるとはいえない状況があります。

障がいのある人をめぐってどのような差別の実態があるのですか？

法務省の人権擁護機関は、具体的に救済措置を講じた事例として、知的障がい

者に対する遊園地の利用拒否や精神障がいを理由とするスポーツクラブへの入

会拒否等をあげています。

内閣府が行った「人権擁護に関する世論調査」（令和４年１１月公表）に、以下のよう

なデータがあります。

Q　「障害者に関し、体験したことや身の回りで見聞きしたことで、人権問題だと思ったことは、どんなことか」に
対する回答

さらに、障がいの特性に対する知識や理解の不足、介護疲れ、障がいのある人の人権

に対する意識の欠如など、様 な々要因によって発生する障がい者虐待も大きな問題となっ

ています。

福岡県は、令和元年度に県内に居住する障がいのある人及びその介助者 7,300人を対象に「福

岡県障がい者実態調査」を行っています。

それによると、「障がいのある人の人権が尊重されていないと思うことがある」という回答が

78.0％という高い数値を示しています。その回答のうち主な内容の割合は、次の通りとなってい

ます。

（３）障がいのある人の人権について
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「障がいのある人の人権が尊重されていないと思うことがある」 との回答のうち主な内容

①　障がいのある人に対する理解が十分でないこと ４６．２％

②　働ける場所や能力を発揮できる機会が少ないこと ３２．０％

③　差別的な言動を受けること １４．１％

県内の学校で発生した差別事象において、ここ数年の傾向では、個別の人権課題のうち障がい

のある人に関わるものが約９割であり、障がいのある人に対する偏見や障がいについての誤った

認識に基づいた差別的な言葉は、相手を見下したり、自分を卑下したりするために使用される場

面が多くみられます。

学校においても、児童生徒の障がいについての認識や障がいのある人に対する理解が不十分なこ

とで、差別事象が発生しているんじゃないでしょうか。

こうした現状をふまえ、各学校や地域において、障がいのある人の人権に関する取組がどの

ように進められているか、調べてみました。

各学校や地域における取組の現状について
・体験的な活動（当事者の講話や疑似体験等）を取り入れるなどし、障がいのある人から見た社会の障壁や障がいの

状況を、実感を伴って考えることができるようにしている。

・多くの小学校では、中学年の総合的な学習の時間や、道徳科の授業で車いす体験やアイマスク体験等の活動を通

して、助け合って生きる社会にしていくことの大切さを学習している。

・小学校低学年から、特別支援学級との交流学習等を機会として、障がいのある人に対して偏見を持たないよう取り

組んでいる。

・市の社会福祉協議会と連携し、障がい者団体の協力を得て、小学校４年生の総合的な学習の時間に、障がいについ

て学び、体験する学習を行っている。

・小・中学校における学習内容の系統性が大切だ。今後も中学校区ブロックとしての連携を深めていきたい。

・中学校区の人権カリキュラムに位置づけて、人権課題当事者との出会いを通じた学習や、『かがやき』『あおぞら』『あ

おぞら２』などの人権教育教材を使った学習を展開している。

・特別支援学校（学級）との交流活動や共同学習を通して、お互いの良さや違いを認め合える学級集団づくりを進め

ている。

・障がい者スポーツの大会のボランティアに参加するなど、部活動レベルで障がいのある人との交流を行っている。

家庭や地域、関係機関等との連携について
・当事者である児童生徒や家族に当事者がいる児童生徒への配慮、保護者との連携及び職員の共通理解を図る必

要がある。家族も人権課題の当事者と捉えて、その思いや願いを聞き取り大切にするようにしている。

・発達障がいのある児童生徒が安心して学校生活を送れるように発達障がい支援センターのスタッフが授業参観を

行い、助言をもらっている。

・学校間交流、居住地交流のさらなる充実を図る必要がある。（交流から共同の学びへ）

・特別支援学校との交流を行う前の綿密な打合せと特別支援学校教師による児童生徒への事前学習を実施してい

る。

学校における差別事象について

令和元年度「個別の人権課題に関する指導方法等調査研究事業」における市町村教育委員会や県立学校への聞き取りから
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一方、取組を進めている中で、各学校がどのような課題を感じ、今後どのように取り組んでい

きたいと考えているのか、次に紹介します。

併せて、授業を行っていく上で、多くの先生が以下の点について、気になっている・悩んでいることが

分かりました。

　障がいを「かわいそうなもの」と捉えることなく、一人一人の「個性」と捉えるようにしましょうと
いう教師の語りかけをよく聞きます。この教師からの言葉を、児童生徒はどのように受け止めるで
しょうか？
　この場合の「個性」とは、例えば車いすユーザーだとすると、車いすをつかう状況にあることが

「個性」なのか、車いすユーザーの中にも様 な々「個性」があるということを指しているのか、教師
も自身の意図を具体的に例示しながら話す必要があります。
　また、「やさしさ」や「思いやり」という言葉もよく使われます。この点についても、検証授業を
行うにあたり、様 な々意見交換がなされました。

　一人でも多くの人を「アライ（ally　英語で同盟、支援者を意味し、人権に関して使われる場合は、
マイノリティの人たちを理解し、自分にできることは何かを考えて行動する人のことを言う）」にするこ
とも大切です。九州大学病院耳鼻咽喉・頭頸部外科の医師である菊池良和先生は、KARAFULL　
№１５で吃音のある人のエンパワーメントにつながる周囲の人々 の関わり方について、「『アライ』はす
てきな言葉です。しかし、吃音で悩んでいる人の周囲には、吃音のことを理解し、自分ができること
を行う支援者が少ないと実感しています。吃音のある人の『アライ』が増えていけばいいなと感じてい
ます。」と述べられています。「アライ」という言葉は、性的マイノリティの味方でいようとする人たち
がそのスタンスを表明する際に使われてきましたが、最近では、様々なマイノリティの側に立ち、理
解・支援しようとするときに、使われるようになりました。「アライ」を増やしていくという視点で授業
を構成していくことは、どの人権課題であっても重要なことだと思います。

・障がいを「かわいそうなもの」と捉えるのではなく、一人一人の「個性」と捉えるように努めているが、
「障がいは個性だから、お互いに尊重しましょう」と言うだけでは、児童生徒が自分事として実感できて
いないような気がしている。

・「同情」「特別扱い」にならぬよう、共生の視点を大切にしたり、力強さ、たくましさ等に着目させたり
するようにしているが、「〇〇さんは、すごいと思いました」というような、少し距離を感じる感想に留
まってしまっているような気がしている。

・「やさしさや思いやり」は、個別の人権課題に関する学習に限らず、人権標語や人権ポスターでもよく使われて
います。人間関係やコミュニケーションを円滑にするためには大事な要素ですが、それだけで十分とは言えないの
ではないでしょうか。「やさしさ、思いやり」の考えが、差別的な考えを払拭するものになっているのか、「悪意な
き善意の押し付け」になってはいないかについては、もっと議論すべき点があるように思います。

・伝え方によっては、「やさしさや思いやりの心を持ちましょう」は、他者から与えられたり他者に与えたりする恩恵
的なイメージで、与えるか与えないか、どう与えるかはその人の気持ち次第ということに陥ってしまうおそれがあり
ます。人権問題を考える時、大切なのは、「やさしさや思いやり」だけで、差別は乗り越えさせられないというこ
とです。その意味で、差別解消法の意義を学ばせる必要があると思います。

取組を進めていく中での課題と今後取り組みたいこと
・今後は、ゲストティーチャーを招聘する等の学習活動にも取り組んでいきたい。
・小学校４年生の学習で、障がいのある人について学習を仕組むが、その時だけの学習で終わり、日常化していないこ

とに課題を感じている。
・ＳＮＳ等で障がいに対する差別的な用語が広まっている。そのことに留意しつつ子どもの日常的な言葉使いに気を

配り、指導をしていく必要がある。
・「障害者差別解消法」を踏まえた教職員研修の機会を設けなければならない。
・校内の人権・同和教育部会や特別支援教育部会などでの学習内容の検討と学習後の振り返りが必要だ。
・学習したことをどのように学校全体や保護者に発信していくか。特別支援教育コーディネーターを中心とした特別支

援教育の推進体制が重要だと感じている。

参考 まとめ動画 
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　国連総会は、昭和 56（1981）年を「国際障害者年」とし、障がいのある人も人間としてかけがえのない存
在（尊厳）であり、当たり前に暮らせるように、社会こそが変わらなければならないと宣言しました。
　その後、平成４（1992）年までの「国際障害者の１０年」をきっかけとして、我が国でも取組が徐々に進ん
できました。平成19（2007）年の「障害者の権利に関する条約」への署名、「障害者基本法」の改正などを
経て、平成 28（2016）年に障がいを理由とする差別の禁止を具体化した「障害者差別解消法」が施行され
ました。
　令和 6（2024）年４月１日から改正障害者差別解消法が施行され、これまでの「不当な差別的取扱いの禁
止」に加え、事業者にも「合理的配慮の提供」が義務化されます。

内閣府リーフレット　「令和６年４月１日から合理的配慮の提供が義務化されます！」 から

　「不当な差別的取扱い」とは、企業や店舗などの事業者や、国・都道府県・市町村などの行政機関等に

おいて、例えば、「障がいがある」という理由だけで、財・サービスや各種機会の提供を拒否したり、それ

らを提供するに当たって場所・時間帯等を制限するなど、「障がいのない人と異なる取扱い」をすることに

より、障がいのある人を不利に扱う行為をいいます。

　障がいのない人と異なる取扱いに「正当な理由がある場合」の判断は、個別のケースごとに行うことが

重要であり、「過去におなじようなことがあったから」「世間一般にはそう思われているから」といった理由

で一律に判断を行うことは、「正当な理由がある場合」には該当しないとされています。

障害者差別解消法について

　日常生活・社会生活において提供される設備やサービス等については、障がいのない人は簡単に利用

できても、障がいのある人にとっては利用が難しく、結果として障がいのある人の活動などが制限されて

しまう場合があります。このような場合には、障がいのある人の活動などを制限しているバリアを取り除く

必要があります。このため、

障害者差別解消法では、

行政機関等や事業者に対

して、障がいのある人に対

する「合理的配慮」の提供

を求めています。合理的配

慮の提供に当たっては、社

会的なバリアを取り除くた

めに必要な対応について、

障がいのある人と対話を

重ね、共に解決策を検討し

ていくことが重要です。こ

のような、双方のやり取りを

「建設的対話」といいます。
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　障害者差別解消法について理解を深めていくと、私たち教師が障がいのある人に関する授業づくりを

行うに当たり、踏まえておくべき内容に気付くことができます。以下、「合理的配慮の提供における留意点

（対話の際に避けるべき考え方）」と、「障がいの社会モデル」について述べていきます。

　無意識の思い込みや偏見のことをアンコンシャス・バイアスともいいます。多くは過去の経

験や周囲の意見、日々 接する情報等から形成されるもので、誰もが持っています。しかし、自

分自身のアンコンシャス・バイアスに気付かずにいると、知らず知らずのうちに、相手を傷つけ

たり、決めつけたりして周りに悪影響を及ぼす可能性があります。　

《自分基準のこんな「思い込み」ありませんか？》

〇高齢になると考え方は変わらない　　〇男なら、残業・出張・転勤をして当然！

〇自分の周りには性的マイノリティはいない　〇雑用や飲み会の幹事は若手の仕事だ

合理的配慮の提供における留意点（対話の際に避けるべき考え方）

「特別扱いできません」

・合理的配慮は障がいのある人もない人も同じようにできる状況を整えることが目的であ

り、「特別扱い」ではありません。

「〇〇障がいのある人は…」

・同じ障がいでも程度などによって適切な配慮が異なりますので、ひとくくりにせず個別に

検討する必要があります。

　障がいの社会モデルとは、障がいのある人が日常生活又は社会生活で受ける様々な「制限」は、障が

いのある人ご自身の心身のはたらきの障がいのみが原因なのではなく、社会の側に、様々な障壁（バリア）

があることによって生じるもの、という考え方であり、障害者権利条約の基本理念を踏まえたものです。

参考 p.52 マイクロアグレッション

内閣府リーフレット　「令和６年４月１日から合理的配慮の提供が義務化されます！」 から

障壁（バリア）は、上の図のような物理的なものだけでなく、例えば、発達障がいの方の言動

を「おかしい」として排除するなど、心理的なものもあります。その場合は、排除することなく、

ありのままを受け入れ認めるなど、安心して過ごせる環境づくりが重要となります。
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ふれる・気付く 深める 発信する・行動する

高　

等　

学　

校

第三学年

第二学年

第一学年

中　

学　

校

第三学年 

第二学年

第一学年

小　

学　

校　

高学年

中学年

低学年

【特別活動】 『あおぞら２』
「いろいろな人が働く」

【特別活動】
障害者差別解消法の条文を参考
に行動目標を立てる P.83 ★ 1

【公共】
雇用と労働問題
障害者雇用促進法

【特別活動】 『あおぞら』
「Mahalo」

【特別活動】 『かがやき』
「一緒に行きませんか」

【特別活動】 『かがやき』
「バリアフリー」

【保健】
ユニバーサル社会

【家庭総合】
人の多様性と社会参加
ノーマライゼーション
意思決定支援

【公共】
差別解消法について
既習事項を確認する。

【美術】
ピクトグラム　

【社会科】
安心して暮らせる社会
ユニバーサルデザイン

【社会科】
障害者差別解消法を想起し、
その意義を他の人権課題と関
連付けて理解する P.81 ★ 1 【夏休み課題】　

人権作文

【道徳科】 『あおぞら』
「ユニバーサルデザインって何？」 【特別活動】 『あおぞら２』

「Ｓｏｍｅｄａｙ」

【美術科】
ユニバーサルデザイン

【道徳科】 『あおぞら』
「なんでバイバイすると
やか？」

【総合的な学習の時間】
手話体験 ・ 点字体験

【社会科】
障害者差別解消法につ
いて知る P.79 ★ 1

【音楽科】 『あおぞら』
「手話で歌おう」

【総合的な学習の時間】
みんなのすみやすい町づくり
障がいのある人や妊婦の方の
体験

【総合的な学習の時間】 『あおぞら』
「街かどウオッチング」

【道徳科】 『あおぞら２』
「気になるマーク」

【国語】
点字

【国語科】
「スイミー」

【道徳科】 『あおぞら２』
「車いすのおじさん」 【特別活動】 『あおぞら』

「手話で歌おう」

【国語科】
「おおきなかぶ」

【特別活動】 『あおぞら２』
「かかりのしごと」

【道徳科】 『あおぞら』
「あしあと」

障がいのある人の人権に関する体系化表の例
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★１【参考】障害者差別解消法の改正について

　これまで「合理的配慮の提供」について、国や地方公共団体は法的義務を負っていましたが、事業者は努力

義務であったため、法律的な拘束力が弱いといった点の指摘から、令和 6（2024）年４月１日から改正障害者

差別解消法が施行され、これまでの「不当な差別的取扱いの禁止」に加え、「合理的配慮の提供」が義務化さ

れます。

体験を取り入れた指導方法の工夫

小学校４年生の学習で、障がいの
ある人を取り上げた学習を行う
が、その場だけの学習で終わり、
形骸化していくことに課題を感じ
ている。

　教師が、多くの児童生徒に体験的な学習
の経験があることを知らないまま体験的な
活動を単に繰り返しているのではないか。
　実態を把握して、「発信する・行動する」
にねらいを重点化した授業へと改善を図る
必要があると思う。

体験的な活動等については、その取組を系統的に展開する、事前・事後指導を工夫するな
どにより、単発的なものに終わらせることなく、学校における人権教育全体の中での意義を
明確にしながら、その成果を効果的に活かしていくことが肝要です。

障がいのある人の人権に関わる学習活動において、様々な体験を取り入れるなどの指導方法
の工夫がなされています。今回、手引書作成の過程で実施した説明会の参加者や検証授業
の協力校からは、体験を取り入れた指導を行う際の課題として、以下のような意見が出されま
したので一部を紹介します。

　また、体験的な活動等の事後指導として、教職員が児童生徒の学びを把握することはと
ても大切なことです。その際の大切な視点が、まとめ動画の中で提起されています。
　ある学生が、介護等体験に「来られる側」の立場から「体験学習」の実態について書い
たレポート（一部）を紹介します。

　盲学校 ( 当時 ) に通っていた頃、学校行事で介護等体験をした学生がよく「視覚
に障がいのある人が日々を一生懸命生きている姿に勇気づけられました」、「視覚に
障がいがあっても僕たちと同じように学習 ･ 生活していて感動しました」などと感想
で言っている。
　しかし、私や私のクラスメイトは毎日を一生懸命生きているわけでもなければ、
ましてや誰かに感動を与えようとしているわけでもないので、私たちを見て感動して
いる時点で「障害者理解」という言葉はまだまだ名ばかりだと思った。
　（中略）感動されない社会を作るために、私が社会に出て様々なコミュニティに
参加することで貢献したいと考えている。

　豊かな人間性や社会性を育むため、体験的な活動を多様に取り入れるなどの指導方
法の工夫を行う必要がありますが、体験的な活動を取り入れて実施するだけで、人権
教育の目標が自ずと達成されるわけではありません。
　児童生徒が自らの行動を変容させる要因や、児童生徒の内面における人権課題への
自覚の深まりを意識した指導の構成が不可欠です。
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　今回例示している高等学校学習展開例では、自立というキーワードが使われていますが、これは他者から支援
や協力を求めずに何でも一人でできるということではありません。本時では個に応じた自立の形があることに気付
き、それをふまえ、共生社会の実現にむけ、どのような行動をしていくことができるのかを考えさせていきます。
そのため、小学校段階から「車いすの利用者はこうだ」や「こういう支援を必要としている」等の固定的な見方や
考え方をゆさぶるような工夫が必要となってきます。そのためにも各校種における学習展開例が、どのようにつな
がっているのか把握しておきましょう。

■　ねらいの重点化について

　これまで、障がいのある人の人権に関する学習について、県教育委員会作成の教材や地域教材等を活

用して様々な教育実践がなされてきました。また、そうした教育実践をもとにして、多くの研究協議が

行われてきました。

　その中で、障害者権利条約の基本理念である障がいの「社会モデル」という考え方も浸透してきまし

た。社会の側が取り除くべき障壁（バリア）は、通行・利用しにくい施設・設備などの社会における事物だ

けでなく、利用しにくい制度や障がいのある人の存在を意識していない慣習・文化、障がいのある人に

対する偏見なども含まれることから、多くの教科書において、それを踏まえた内容が掲載されています。

学習展開例 本時のねらい 体系化表における整理 （例）

小学校
（社会科）

国民の権利や人権に関する課題につい
て考えることを通して、 基本的人権の尊重
の考え方を理解することができる。

ふれる・気付く
　国民の権利が保障されていないという課題を考え
る中で、 障害者差別解消法について知る。

中学校
（社会科）

人権に関する課題について話し合う活動
を通して、 法律に基づいた行動が平等な社
会づくりにつながることを理解し、 まとめる
ことができる。

深める
　社会的障壁の除去について話し合う中で、 小学
校で学習した障害者差別解消法を想起し、 その意
義について、 他の人権課題と関連付けて理解する。

高等学校
（特別活動）

自立について考える活動を通して、 共生
社会の実現に向けて、 自他の個性を尊重
しつつ、 共に生きる人間として豊かに成長
しようとする態度を育てる。

発信する・行動する
　自立について考える活動の中で、 障害者差別解
消法の条文を参考にし、 社会に働きかけるよう自ら
の行動目標を立てる。

    
バリアフリートイレについてみ

んなが知っていることを教えて

ほしいな。

　障がいのある人の権利を守

るために、障害者差別解消法と

いう法律がつくられたんだ！

障害者差別解消法には、合理的配

慮の提供について示されているけ

れど、障がいのある人の意向を最大

限に尊重することが大切なんだな。

例えば、映画館にある車いす

利用者のための観賞用スペー

スをもとに、合理的配慮につ

いて考えよう。

「自立している」とはどういうこ

とを指すのかな。また、「全ての

人が自立する」ためには、どん

なことが必要でしょうか？

人はみな自分にあった自立の形があるんだ！

お互いの「個性」を尊重して行動することで、

世の中を良い方向にかえていけるの

ではないだろうか。

障害者差別解消法を位置付けた学習展開例
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小学校学習展開例

校種/教科等 小学校　社会科 対象学年 第６学年

単元名 憲法とわたしたちの暮らし 

人権教育を通じて育てたい資質 ・ 能力の分類

技能的側面　④公平 ・ 公正な思考力 ・ 判断力

ふれる・気付く

　国民の権利が保障されていない
という課題を考える中で、 障害者
差別解消法について知る。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　国民の権利や人権に関する課題について考えることを通して、 基本的人権の尊重の考え方を理解す

ることができる。 【知識及び技能】

２　展開例

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　人を大切にすることについての

問いをもとに交流し、 学習のめ

あてを話し合う。

〇　児童が自分の考えを持てるように、「人を大切にするとは、

どのようなことか」 とたずねる。

★１　事前にアンケート等を取ってもよい。 （P.85）

　　また、 児童がイメージを持ちやすくするため、 まず、 「自

分が大切にされていると感じるときはどのようなときか」

等の発問をすることも考えられる。

※　人を大切にすることとして、 憲法では、 基本的人権の尊

重 （人がもっている権利を大切にすること） があると説明

し、 基本的人権の尊重について考えていこうと投げかける。

５

２　国民の権利について話し合う。

　

（１）　国民の権利が日本国憲法に

定められていることを知る。

（2）　国民の権利や国民の義務が

あることを知る。

・ 法のもとの平等

・ 健康で文化的な生活を送る権

利

・ 居住 ・ 移転、 職業を選ぶ自由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

（3）　日本国憲法が児童の生活と

つながっていることを確認す

る。

〇　国民の権利に関する絵や日本国憲法の条文を資料として

提示する。

〇　日本国憲法が児童の生活とつながっていると気付くことが

できるように、 児童の生活から例を挙げながら、 国民の権

利や国民の義務とを関連させる活動を行う。

〇　本展開では、 教師が児童に問いかけながら、 学級全体で

確認していくように展開していく。 学習活動 3 につながる「法

のもとの平等」 「健康で文化的な生活を送る権利」 「居住 ・

移転、 職業を選ぶ自由」 については、 特に具体的に取り上

げる。その他の権利及び義務についても、簡潔に取り上げる。

〇　「法のもとの平等」 「健康で文化的な生活を送る権利」 「居

住 ・ 移転、 職業を選ぶ自由」 等、 自分も含め、 全ての人に

保障された権利だと気付かせ、 自分のこととして考えさせて

おくことは、 学習活動 3 で人権課題を考える観点となる。

１５

　めあて　基本的人権の尊重について考えを出し合い、 分かったことを書こう。
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３　国民の権利をもとにして、 人

権に関する課題について考え、

ペア及び全体で話し合う。

（1）　アイヌの人々、 ハンセン病患

者 ・ 元患者の人々の人権に関す

る課題に気付き、 基本的人権が

保障されていないことを理解す

る。

（予想される児童の回答）

・ アイヌの人々の独自の文化が

守られていない

・ ハンセン病にかかった人々が

法律で強制的に療養所にいれ

られた

・ 様々な差別や偏見に苦しめら

れている

（2）　「障害者差別解消法」 等全て

の人の権利が守られるための法

律があることを知り、 一人一人

の権利が守られることの大切さ

に気付く。

（3）　日本国憲法 11 条を理解す

る。

〇　基本的人権が保障されていないという課題について、 ア

イヌの人々、 ハンセン病患者 ・ 元患者の人々に関する人権

課題を通して考える場を設定する。

　まず、教科書に掲載されている資料を読み、アイヌの人々、

ハンセン病患者 ・ 元患者の人々は基本的人権が守られてい

るかを問う。

　次に、 基本的人権が守られていないと思う個所に下線を

引かせる。 その後、 下線を引いた箇所をペアで、 発表し、

どのような権利が守られていないと思ったかを話し合う場

を設定する。

　最後に全体で交流する場を設定する。

★２　個別の人権課題についての取扱いは、 P.85 を参照す

る。

〇　「権利が保障されている人」 「権利が保障されていない人」

がいることをどう思うか、 どう考えるかを問い、 解決して

いくために国は、 間違ったことは改め、 人権を守る責任が

あり、 そのために法があることを説明する。 ここでは、 「障

害者差別解消法」 や 「バリアフリートイレ」 を例として説明

する。

★ 「障害者差別解消法」 等の説明については、 P.85 を参照

する。

※　アイヌの人々、 ハンセン病患者 ・ 元患者の人々に関す

る法律についても取り上げ、 解決に向けた取組がなされ

ていることを説明する。

〇　最後に日本国憲法 11 条を提示し、 基本的人権の尊重に

ついての説明を加えながら読み、 本時のまとめをする。

２０

４　基本的人権の尊重について分

かったことを記述する。

・ 国民の権利が守られることが、

基本的人権の尊重につながる

と分かった。

・ 国民の権利を守るために法律

があることが分かった。

・ 私たち一人一人が権利や法を

知って、 守ることが大事だと

思った。

○　自分の考えをまとめられるように、 本時のキーワードやま

とめ方の例を示す。

※ （事後展開の例）

障がいのある人、 アイヌの人々、 ハンセン病患者 ・ 元患

者の人々の人権に関する課題について調べる、 権利や法

の内容について調べるといった学習活動にもつなぐこと

ができる。

５

　まとめ　日本国憲法に基本的人権が原則として示されており、 全ての人は、 人間らしく生きる

権利を生まれたときから持っている。
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中学校学習展開例

校種/教科等 中学校　社会科 対象学年 第３学年

単元名 憲法が保障する基本的人権

人権教育を通じて育てたい資質 ・ 能力の分類

技能的側面　③人間関係調整力 ・ 問題解決力

深める

　社会的障壁の除去について話し
合う中で、 小学校で学習した障害
者差別解消法を想起し、 その意義
について、 他の人権課題と関連付
けて理解する。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　人権に関する課題について話し合う活動を通して、 法律に基づいた行動が平等な社会づくりにつな

がることを理解し、 まとめることができる。 【思考力 ・ 判断力 ・ 表現力等】

２　展開例

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１　資料を読み取り、 平等な社会
づくりについての課題を話し合
う。

2　女性に関する人権の課題に気
付くとともに人権課題を自分の
課題として捉える。

〇　生徒が 「人権課題は自分たちの課題である」 と捉えるとと
もに、 本時のねらいである 「平等な社会づくりとは」 という
問いを持てるようにする。

○　男女でみた平均年収や雇用の形態別、 管理職の割合を提
示し、 男女間の格差から課題 （女性の人権に関する課題）
を捉え、 「法の下の平等」 の観点から、 平等な社会づくりに
ついて考えていこうと方向付ける。

※　管理職の意味については、 説明を加えると理解につながり
やすい。

★１　参考資料については、 P.86 を参照する。
※　女性の人権に関する人権課題については、 学校や生徒の

実態等を踏まえ、 教科書に掲載されている資料等を活用し
たり、 他の人権課題に変更したりする等、 指導内容を工夫す
る必要がある。

１０

3　映画館に行った場面での、 社
会的障壁について考え、 基本的
人権の観点から意見を出し合う。

（１）　映画館は映画観賞を楽しむ

ために、 様々な設備等の工夫が
あることに気付く。 　
・ 座席を選ぶ
・ 飲み物等を買い、 会場に運ぶ
・ トイレに行く　　　　　など

（2）　車いすを利用している人が

映画館を利用する場合に、 困る
ことがあるかに気付く。
・ どこで鑑賞すればよいか困る

のではないか
・ 買った飲食物を運べないので

はないか
・ 多目的トイレが必要ではない

か

○　社会的障壁について考え、 基本的人権の観点から意見を
出し合うことができるようにする。

○　まず、 自分が映画館を利用した場合の行動を想定する。
※　映画館を利用したことがない生徒がいることも想定してお

く。 映画館試写室の座席の挿絵等を準備すると生徒がイメ
ージしやすい。 また、 挿絵等を活用し、 「自分が座りたい座
席の場所は」 と選ばせてみると、 この後の車いすを利用して
いる人が座席を選ぶことの観点となる。

○　次に、 車いすを利用している人が映画館を利用した場合の
行動を想定し、 全体で意見を共有する。

※　座席については、 車いすで鑑賞できるスペースが設けられ
ていて、 映画館によって様々な配慮があることを伝える。

○　車いすの利用者に、 設備等の利用で制限があるのではな
いと投げかけ、 生徒の考えを取り上げる。

１５

・ 20 代では小さな差があり、 だ
んだん差が大きくなっている。

・ 女性の管理職の割合が少ないこ
とと、 賃金の差が大きくなって
いることが、 関連しているので
はないか。

　めあて　平等な社会づくりについて話し合い、 課題解決に向けて自分の考えをまとめよう。
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（3）　映画館の設備等について、

車いすを利用している人が困っ
ていることを基本的人権の観点
から意見を出し合う。
・ 座席が選択できないのはどう

だろうか
・ 一緒に行った人と座席に座っ

て鑑賞したいかもしれない
・ 施設の設備を変えることは、

難しいのではないか
・ 映画館だけだろうか

○　次の学習活動につながるように最後に 「障害者差別解消
法」 についてふれる。 その際、 小学校での同法についてど
のように学習したのかについて想起させてもよい。

　

4　「障害者差別解消法」 から解決
方法を考える。

（1）　「障害者差別解消法」 の内容

を理解する。
・ 不当な差別的取扱いの禁止
・ 社会的障壁の除去

※　主な条文
　 第１条、 第２条１ ・ ２、 第７条、

第８条

（2） 合理的配慮の内容を理解し、

解決方法について話し合う。
・ 合理的配慮の提供

※　主な条文
　 第５条、 第７条、 第８条

（3） 法に基づいた言動の大切さ

に気付く。

★２　具体的な説明の例については、 P.85 を参照する。

○　不当な差別的取扱いの禁止、社会的障壁の除去について、
定義を示し、 具体例を用いて説明する。

※　社会的障壁の除去 ( 事物 ) の例として、 学習活動３とつ
ないで、車いすスペースや多目的トイレについて示す。 また、
参考資料 『「合理的配慮」 を知っていますか？』 【内閣府】
を活用し、 社会的障壁の除去の例を説明することも考えら
れる。

○　合理的配慮の定義を示し、 具体例を用いて説明する。
※　社会的障壁の除去 ( 観念 ) とつないで、 車いすを利用し

ている人は車いすスペースで鑑賞するはずだと、 話を聞か
ず決めつけてしまうこともあるかもしれないことに気付か
せる。その際、参考資料『「合理的配慮」を知っていますか？』
【内閣府】 を活用し、 合理的配慮の例を説明することも考
えられる。 　　

　
○　学習展開２をふりかえり、男女間の格差の解消のため 「男

女雇用機会均等法」 や 「男女共同参画社会基本法」 があ
ることを説明し、 法を理解し、 法に基づいた行動をしてい
く必要があることを押さえる。 そして、 社会的障壁は事物
の除去とともに、 観念等の除去が重要であり、 課題解決
は、 国の責務であるとともに国民の責務でもあることをお
さえ、 本時のまとめをする。

２０

5　平等な社会づくりの解決方法
について自分の考えをまとめ
る。
・ 法の内容を理解して、 自分が

できることを考え、 行動して
いく

・ 相手の意思を聞いて行動した
り、 話し合ったりするといっ
た合理的配慮の考え方は、 他
の課題を解決する上でも大切
だ

○　自分の考えをまとめられるように、 本時でのキーワード
やまとめ方の例を示す。

※ （事後展開の例）　
　設備等について調べる、 法の内容について調べるといっ
た学習活動にもつなぐことができる。

５

　まとめ　一人一人が法の内容を理解するとともに、 法の基本理念に基づいた行動を

していくことは、 平等な社会づくりにつながる。
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高等学校学習展開例
発信する・行動する

　自立について考える活動の中で、 障害者
差別解消法の条文を参考にし、 社会に働
きかけるよう自らの行動目標を立てる。

体系化における位置付け

１　本時のねらい

　自立について考える活動を通して、 共生社会の実現に向けて、 自他の個性を尊重しつつ、 共に生

きる人間として豊かに成長しようとする態度を育てる。

２　展開例

校種/教科等 高等学校　特別活動

対象学年 ―

人権教育を通じて育てたい資質・能力の分類

価値的・態度的側面　④参加・参画

学習活動 ・ 内容 教師の支援及び指導上の留意点 配時

１ それぞれが考える自立につい

て、 意見を発表する。

（１）　自立について考える。

　 ・ 生活するお金を稼げること

・ 自分で考え、 選択や行動でき

ること

・ 身の周りのことが自分ででき

ること　　　　　　　　　　　　　等

（２）　学習のめあてを確認する。

※　授業を実施するに当たって、 当事者や関係者がいること

を想定して、 内容の取扱いや表現等に対する生徒の反応に

は留意するとともに、 日頃から適切な関わりに努める必要

がある。

〇　自立しているとはどういうことか、問いかけ、経済的な面、

精神的な面、 身体的な面に関すること等、 生徒それぞれが

考える意見を尊重し、 取り上げる。

〇　｢ 自分自身が自立するということについて考えを聞かせ

てもらったけれど、 全ての人が自立するためには、 どんな

ことが必要だろうか ｣ と問いかけ、 めあてにつなげる。

※　全ての人とは、 障がいのある人、 外国人、 性的マイノリ

ティ等を含む全ての人を指すことに留意する。

※　生徒の実態をつかむために、 事前に 「自立」 についての

アンケートをとり、 その結果を用いて進めることも考えられ

る。 （協力してやれること、 常に成長していること等のアン

ケート結果が出ることも想定できる）

　

〇　「自立していくことに関して、 不安や困っていることはな

いか」 などと問いかけ、 考えさせてから 「いろいろな人が

働く」 （『あおぞら２』） の視聴につなげる。

５

２  ｢ いろいろな人が働く ｣ （『あ

おぞら２』） を視聴し、 次の質問

①、 ②を個人で考えた後、 ペア

で交流する。 その後、 全体で交

流する。

（１） 「Ａ君」 をよく知り、 一緒に

考えていくことが大切なことに

気付く。

① 「Ａ君」 を周囲はどう思ってい

るか

・ 不満に思っている

・ 心配している　　　　　　　　等

※　「いろいろな人が働く ｣ （『あおぞら２』） では、 「Ａ君」 と

表されているため、敬称については 「さん」 ではなく 「君」

を用いて説明している。

〇　周囲の関わりや ｢ Ａ君 ｣ に対する理解に視点がつながる

ように、 「わたし」 （主人公） の立場で考えるように促す。

（全体交流の場面）

★１　「Ａ君」 の困りごとに対して、 まわりの人の中には不満

に思っている人もいる。 ｢ Ａ君が悪いのだろうか」 等と問

いかけ、 「Ａ君」 が悪いわけではないことを確認して、 どの

ようにしたら解決できるのかにつなげる。 （P.87）　

○　「Ａ君」 の困っていることを解決するためには主人公のよ

うに 「Ａ君」 のことをよく知る必要があり、 一緒に考える

ことが大切であることを確認する。

３０

　めあて　　全ての人が自立するために必要なことを考え、 自立に向けた行動目標を立てよう。
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② 「Ａ君」 が困っていることはど

のようにしたら解決できるか

・ 「Ａ君」の困っていることを聞く

・ 具体的に手伝えることを聞く　　

・ 相談にのる　　　　　　　　等

（２） 自分も多くの人と関わり、 支

えられながら生きていることを

認識し、 互いに協力し合うこと

の大切さに気付く。

（３） 一人でできないことがあるこ

とが自立できていないことでは

ないことを認識し、 それぞれに

応じた 「自立」 の形があること

に気付く。 また、 それぞれの状

況や障害の程度等により、 様々

な自立の形があっても良いこと

に気付く。

３ 「障害者差別解消法」 の内容を

理解する。

・ 不当な差別的取扱いの禁止

・ 社会的障壁の除去

・ 合理的配慮の提供

【主な条文】

第一条 （目的）

・ 人格と個性を尊重し合いなが

ら共生する社会の実現をめざ

すこと

第七条 （行政機関等における障害

を理由とする差別の禁止）

・ 社会的障壁の除去の実施につ

いて必要かつ合理的な配慮を

すること

第四条 （国民の責務）

・ 国民の責務として差別の解消

の推進に努めなければならな

いこと

※　合理的配慮をする際に大切になってくる 「当事者にきく」、

「当事者と考える」 といった視点につながる事を意識して

指導する。

○　これまで自分が困ったことやうまくいかないことがあった

ときに、 どのようにして解決してきたかを想起させ、 誰か

に支えられて生きており、 「Ａ君」 が特別ではないことに気

付かせる。

※　自分事にするために、 具体的な場面 （学校行事や授業、

進路等） を例示することで想起しやすくする。

※　意見が出にくいことも考えられるため、 事前にアンケート

等をとっておくことも考えられる。

○　「一人でできないことがあるのは 『自立』 できていない

のだろうか」 と問いかけ、 出来ないときに人に助けを求め

ることができることも自立であることを確認する。

※　誰にでも苦手なこと、 得意なことがあり、 できることを

人のために生かすこと、 できないことは人に助けてもらう

ような関係が大切である。 そのような社会が共生社会であ

り、 共生社会の実現のために中学校のときに学習した 「障

害者差別解消法」 にも述べられていることを確認して法律

につなげる。

★２　共生社会 ： 誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、

人々の多様な在り方を相互に認め合える全員参加型の社会

　（文部科学省ホームページより） 参考

★３　｢ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 ｣

参考

〇　条文 「いろいろな人が働く」 のスライドとスライドの内容

を関連付けて、 条文の内容を確認する。

・ 不当な差別的取扱いの禁止

※　スライド 16、 17 の場面を提示し、 個性の尊重、 共生社

会の実現につながる事を確認する。

・ 社会的障壁の除去

※　スライド 2、 3 の場面を提示し、 「社会的障壁」 は事物や

制度だけでなく、 人々の意識 （偏見、 無理解など） にある

ことを確認する。

・ 合理的配慮の提供

※　スライド 5、 6 の場面を提示し、 合理的な配慮について

確認する。

　『｢ 合理的配慮 ｣ を知っていますか？』 【内閣府】 を活用し、

具体的な例を補足して説明することも考えられる。

※　共生社会の実現のために、 法を理解し、 一人一人が行動

していくことが重要であることを確認して、 行動目標を立

てることにつなげる。

１０

４　共生社会の実現に向け、 自分

ができることを考え、 行動目標

を立てる。

・ 他者の困りごとに気付いたら、

話を聞いてできることを一緒

に考える

・ 自分も困ったときには、 他者

の力を借りることができるよ

うになる

・ 日頃から気付いたことは声を

かけたり、 自分も相談し支え

てもらったりできる関係を築

いていく

〇　それぞれに応じた 「自立」 について具体的な行動目標を

たてることができるように、 学習したことを振り返る。

〇　授業を実施するに当たっては、 ただ単に差別の辛い現実

を伝えるのではなく、 「一人一人が声を上げることで、 よ

い方向（法律も含め）に変わってきている」という希望と「自

分が世の中を変えていく」 という生徒の意欲付けにつなが

る授業となるように留意する。

５
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■　小学校学習展開例に関わる学習計画例

〇主な学習活動 ・ 学習内容 ねらい

１

【配時３】

〇　日本国憲法の基本的な考え方について
調べる

　 ・ 憲法とは
　 ・ 日本国憲法の三つの原則

日本国憲法について知り、 わかったことと
自分の体験とをつなげて学習問題をつくるこ
とを通して、 わたしたちの暮らしと憲法のつ
ながりに関心を持つことができる。

２

【配時３】
本時
2/3

〇　日本国憲法の三つの原則について調べ
る

　 ・ 国民主権
　 ・ 基本的人権の尊重
　 ・ 平和主義

日本国憲法の三つの原則について調べる
ことを通して、 政治の働きとわたしたちの暮
らしとを重ね合わせて理解することができる。

３ 

【配時４】

〇　立法、 行政、 司法の三権の果たしてい
る役割や税金の働きについて調べる

　 ・ 国会のはたらき
　 ・ 内閣のはたらき
　 ・ 裁判所のはたらき
　 ・ 税金のはたらき

三権の役割や三権分立、 税金のはたらき
について調べることを通して、 民主主義の政
治を進めるための大切なしくみについて理解
するとともに、 一人一人がよりよい暮らしを
支える国家及び社会の一員として役割を果
たしていることについて気付くことができる。

４　

【配時３】

〇　わたしたちの暮らしと社会の課題につい
て考える

　 ・ 国民の権利
　 ・ 人権に関する課題　

国民の権利や人権に関する課題について
考えることを通して、 基本的人権の尊重の
理念を理解することができる。

小学校の学習展開例に関連して

※　学習計画との関連については、P.28「差別解消三法と小学校における学習計画との関連について（例）」
をご覧ください。

★１　複数の児童の考えを発表させたいものでもあり、すぐには答えにくい問いでもあるため、前時にアンケー
トを行うことは有効だと考えられます。また、全員の意見が反映されたアンケートの回答を提示することに
より、「学習に参加している」ことを実感させ、自己存在感をもたせることにもつながると思われます。さ
らに、児童が問いのイメージを持ちやすくするため、まず、「自分が大切にされていると感じるときはどの
ような時か」等の発問をしてもよいでしょう。

★２　この学習展開例で取り扱う人権課題については、学校や児童の実態を踏まえ、教科書に掲載されてい
る資料等を活用したり、他の人権課題に変更したりして取り上げることも考えられます。

　　　児童は、アイヌの人々、ハンセン病患者・元患者やその家族、障がいのある人に関する人権課題に気
付き、人権課題へ関心を高めていく中で、教師に人権課題についての質問をすることが想定されます。そ
の際の教師の返答からも児童は学び取っているので、どのような対応が必要かを事前に想定しておきま
しょう。

★３　「障害者差別解消法」の説明例

　障害者差別解消法は、障がいのある人もない人も、共に住みやすい社会をつくることを目
的としています。
　障がいがあることを理由に役所や店などが一方的にサービスを断ってはいけないというこ
とだったり、障がいのある人の行動ができなくなるようなバリア（障壁）があったら、負担
が重くなりすぎない範囲で取り除いたりすることが求められています。
　例えば、（教科書に掲載されているバリアフリートイレの挿絵を示しながら）「バリアフリー
トイレもバリアが取り除かれていますね。これは、バリアフリー法でも決められています。車
いすを使っている人だけでなく、高齢の方や小さい子ども、妊娠されている方にとっても、つ
まりみんなにとっても使いやすいことにつながっていると思いませんか。
　法がつくられ、自分たちがその意味を知って行動していくことは、みんなの権利を守るこ
とにつながっているのです。みんなの権利を守ることは、国や役所の責任であるとともに、一
人一人の責任でもあるのです。」

バリアフリートイレは、けがをした時に、
使ったことがあります。
私たちはみんなのトイレと言っています。

学校の階段にも、てすりがあ
るけど、自分たちも使ってい
ます。

より効果的に学習を進めるために
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○　中学校では、本手引書で取り扱っている他の２つの差別解消法についても同時期に連続して学ぶことが
多く、前時や次時との接続を考える必要があります。

○　女性の人権に関する人権課題については、学校や生徒の実態を踏まえ、教科書に掲載されている資料等
を活用したり、別の人権課題に変更したりする等、指導内容を工夫する必要があります。

★１　　関連資料
○　「賃金構造基本統計調査の概況」（性別にみた賃金についての資料）【厚生労働省】
　　https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z2022/dl/01.pdf
○　「諸外国における企業役員の女性登用について」【内閣府】
　　https://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/keikaku_kanshi/siryo/pdf/ka15-2.pdf
○　「第５次福岡県男女協働参画計画」（概要版）
　　https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/644827_61370292_misc.pdf

★２　P.85 小学校「障害者差別解消法」の説明例を参考に説明を行うのもよいでしょう。

検証授業でのエピソード

　検証授業を行った際、「車いすユーザーはこうだ」、「聴覚に障がいのある人にはこう支援すれば良い」等の

決めつけや思い込みをもっている児童生徒が少なからずいることが分かりました。

　聴覚に障がいのある人の中には手話が必要な人もいれば、口の形を読む人、筆談を希望する人もいます。

このように、耳が聞こえない人に対する支援も様々です。車いすユーザーの場合は、どうでしょう。単純に映

画館などで車いす専用のスペースがあれば、そこに車いすユーザーは行けばいいと考えてしまいがちではない

でしょうか。車いすユーザーの中には、実は別の場所に座りたいと思っている人がいるかもしれないという感

覚を児童生徒には身に付けてほしいものです。

　検証授業の中で授業者の先生は、生徒に障がいのある人と自分自身とを重ね合わせて考えさせることを意

図して、「自分の座席が決められていたらどう？」と問いかけました。その問いにすぐさま、ある生徒が「地元

の映画館には、車いすスペースはない」と答えました。その発言を受け、先生は「みんなは、どう思った？」

と他の生徒に回答を促しました。すると、「隣の市の映画館には、車いすスペースはある」「車いすスペースが

あると、そこで観ないといけなくなるのか」「地元の映画館には、スペースがないので逆に自由に席が選べる

かもしれない」「実際に車いすの人と映画館で会ったことがないので、こうしたことを考えたことがなかった」

「自由に席は決めたいに違いない」等々、自分の生活経験などにふれ、とても活発な意見が次々に出されまし

た。

　最初の発言に教師があえて答えず、他の生徒に考えさせるように促したため、ごく自然な流れで、「車いすス

ペースがあるのなら、そこで鑑賞すべきか」という視点で論議が深まりました。最後にその先生は、生徒の意

見を収束させ、合理的配慮の提供という視点につなげていきました。

　このエピソードのように、児童生徒の日常との関連性を図るという観点から、児童生徒の
体験を引き出すような発問の工夫が求められます。
　教師と児童生徒の問答が交互に続いていくようなものではなく、ある生徒の回答を、その
まま他の児童生徒に投げかけ、気付きや違った視点からの意見を促すなどの対話が広がる方
へと導いていただきたいと考えています。

中学校の学習展開例に関連して
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○　学習活動１「自立しているとはどういうことなのか」や学習活動２「これまで自分が困ったことやうまくいか
なかったときに、どのようにして解決してきたか」等について、事前アンケートを行い、実態を把握すること
で、より効果的な発問が考えられます。

〇　小学校、中学校段階における学習を想起させたり、他の教科における例えば「自立」「自分らしさ」「共
生社会」等を題材とした教材と関連付けたりするとよいでしょう。

★１　①「A 君」の困りごと（ペア交流ワーク1）で、当事者の尊重の視点で、「『A 君』に困りごとを聞いてみ
れば？」と考えさせたり、「場所や物に『A 君』が（わかる）名称をつける」「その言葉をみんなで使う」
という意見も引き出してもよいでしょう。

★２　【文部科学省ホームページ】では「共生社会」について、以下のように説明されています。

★３　小学校 P.85「障害者差別解消法」の説明例を参考に説明を行ってもいいでしょう。

〇　【参考】人権問題に関する県民意識調査結果報告書（福岡県　令和４年３月）
　「障がいのある人の人権に関することがらで、人権がとくに尊重されていないと思うことはどのようなことで
すか？」という設問に対しての回答は以下のとおりとなっています。

　「共生社会」とは、これまで必ずしも十分に社会参加できるような環境になかった障害者等

が、積極的に参加・貢献していくことができる社会である。それは、誰もが相互に人格と個性

を尊重し支え合い、人々の多様な在り方を相互に認め合える全員参加型の社会である。

「障がいのある人の人権に関することがらで、 人権がとくに尊重されていないと思うことは
どのようなことですか？」

① 「働ける場所や機会が少ないこと」 ５８．７％　

② 「人々の障がいのある人に対する理解が十分でないこと」 ４８．２％

③ 「就職や職場で不利な扱いを受けること」 ４４．３％

④ 「バリア ・ フリーのまちづくりが進んでいないこと」 ４２．４％

高等学校の学習展開例に関連して

（福岡県教育委員会）
〇　同和教育副読本「かがやき」
〇　人権教育学習教材集「あおぞら」
　　小学校低学年用「あしあと　～だれのあしあとかな？～」
　　小学校高学年用「街かどウォッチング　～どんな街をつくりたい？～」
〇　人権教育学習教材集「あおぞら２」
　　小学校低学年用　「かかりのしごと」
　　小学校中学年用　「車いすのおじさん」
　　小学校高学年用　「気になるマーク」

（国・県内市町村等）
○　Youtube 法務省チャンネル「『誰か』のこと　じゃない。」（障がいのある人）編　等の啓発動画
〇　人権教育の手引き～「がいじ」発言への対応と指導～（糸島市教育委員会　平成２７年３月）
〇   「わかったァ」「わかったァ２」（児童生徒支援配置特別支援学校長等連絡会議）（福岡県）

関連する学習教材や資料等
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　福岡県では、障がい及び障がいのある人への誤解及び偏見並びに社会的障壁の存在により、障がいのある
人の自立及び社会参加がいまだ妨げられている状況に鑑み、障がいを理由とする差別の解消の推進に関し、
基本理念を定め、県の責務並びに市町村、事業者及び県民の役割を明らかにするとともに、障がいを理由と
する差別に関する相談に的確に対応し紛争の防止又は解決を図るための体制、啓発の基本方針等を定めるこ
とにより、障がいを理由とする差別の解消を推進し、もって何人も障がいの有無によって分け隔てられることな
く、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に寄与することを目的として、「福岡県障がいを
理由とする差別の解消の推進に関する条例」を制定しました（平成２９年１０月施行）。

〇　条例の概要（福岡県ホームページから）

・障害者差別解消法の実効性を確保するための相談及び紛争防止体制の整備

・事業分野ごとに合理的配慮の留意事項等を情報提供

・行政や事業者による自主的・事前的な改善措置の努力義務

自ら設置する施設及び設備のバリアフリー化、介助者等の人的支援、障がいのある人にとって円

滑な情報の取得及び利用、意思表示並びにコミュニケーションに資するための支援

・人権的視点による防災・防犯、虐待防止への取組

防災・防犯、虐待防止に関し必要な対策を講じる

・その他

県の責務、市町村、事業者及び県民の役割、障がい者差別解消支援地域協議会を組織、県による

職員への研修、事業者への研修支援、県民への啓発

　最後に、「福岡県障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例」「福岡県手

話言語条例」について、紹介します。

　「障害者差別解消法」と併せて、ぜひ先生方に知っておいてほしいと思います。

　本手引書では、福岡県障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例に基づき、「障害」に
ついては「障がい」、「障害者」については「障がいのある人」と表記しています（法令からの引用等
を除く）。

　また、令和５年４月施行の「福岡県手話言語条例」では、きこえない・きこえにくい方が手話を使い、日常
生活や社会生活を安心して営むことができる社会の実現に寄与するため、手話が言語であるという認識の下、
手話の普及その他の手話を使用しやすい環境の整備に関する基本理念を定め、県の責務並びに市町村、県
民及び事業者の役割を明らかにするとともに、県の施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な基本的
事項を定めています。

〇　条例制定の趣旨（福岡県ホームページから）

・障害者の権利に関する条約において、言語には手話その他の形態の非音声言語が含まれること

が明記され、また、障害者基本法においても、言語には手話が含まれることが明記されている。

・一方で、我が国では、過去の一時期にろう学校において手話の使用が制限されるなど、手話の

使用について様々な制約を受けてきた歴史があり、手話が言語であることに対する理解が十分

であるとは言えない。

・手話は言語であり、意思疎通にとどまらず、豊かな思考と人間性を涵養し、知的かつ心豊かな

生活を送るために無くてはならない文化的所産である。

・こうした認識の下、手話を言語として明確に位置付けるとともに、ろう者が手話を使い日常生

活や社会生活を安心して営むことができる社会の実現を目指し、この条例を制定する。

福岡県障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例について

福岡県手話言語条例について
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